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入 札 公 告 

 

 下記の建設工事について、制限付き一般競争入札（入札後審査型）を行うので、静岡県公立大学法人契約

事務取扱規程（平成19年４月１日規程第19号）第５条の規定に基づき公告する。この工事の入札執行等につ

いては、関係法令に定めるもののほか、本公告により行うものとする。 

 

   令和８年７月27日 

静岡県公立大学法人理事長  

 

１ 入札公告（個別事項） 

１－１ 公 告 日   令和８年７月27日 

 

１－２ 入札執行者   静岡県公立大学法人理事長 今井 康之 

 

１－３ この入札に関する契約条項を示す場所及び事務を担当する機関(以下「契約条項を示す場所」とい

う。） 

〒422-8526 

静岡市駿河区谷田52番１号 

静岡県立大学総務部施設室（はばたき棟２階） 

電話 054-264-5105 

電子メール  sisetu@u-shizuoka-ken.ac.jp 

 

１－４ 工事内容等 

入札番号 施第１００４号 

工事名 令和８年度 静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事 

工事場所 静岡市駿河区谷田 地内 

工事概要等 既設蒸気ボイラー 1,000kg/h 2基撤去 

新設蒸気ボイラー 120kg/h、350kg/h 各１基 

上記に係る機械設備工事一式 

工期 契約締結日から令和９年１月29日限り 

落札方式 制限付き一般競争入札 

当該工事に関連する他種工事 なし 

 

１－５ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて満足し

ていることについての確認を受けた者であること。 

条   件 左記の詳細 

１ 静岡県建設工事競争入札

参加資格の認定業種 

静岡県における建設工事競争入札参加資格の管工事に係る認定を受け、か

つ、Ａ等級に格付されていること。 

２ 許可の種類 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定に基づき管工事業に係る建

設業の許可を受けていること。 

３ 営業所の所在地 建設業法第３条第１項に規定する営業所が静岡市内にあり、当該営業所が

静岡県建設工事の入札参加資格を有していること。（当該業種の入札及び

請負契約に関する権限等の委任を受けていること。） 

４ 入札参加資格条件におけ

る同種工事の施工実績 

なし  

mailto:sisetu@u-shizuoka-ken.ac.jp
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５ 右に掲げる基準を満たす主任

技術者又は監理技術者を当該

工事に配置できること 

・入札執行日以前に３か月以上の雇用関係があること。 

６ 技術者の専任を要する工事

においては、右に掲げる基準

により専任できること 

入札日の翌日から起算して20日目から専任で配置できること。（土日祝日

を含む。）なお、据付現場での監理又は主任技術者は、工場製作のみが稼

働している期間は必ずしも専任を要さない。 

７ 右に掲げる設計業務等の受

託者又は当該受託者と資本若

しくは人事面において関連が

ある建設業者でないこと 

＜設計業務等の受託者＞ 

有限会社あおい設備設計事務所 

  静岡市葵区新富町６丁目8-1 

 ＜当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある建設業者＞ 

(1) 当該受託者の発行済株式総数の100分の50を超える株式を有し、又

はその出資の総額の100分の50を超える出資をしている建設業者 

(2) 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員

を兼ねている場合における当該建設業者 

８ その他の条件 入札公告（共通事項）（以下「共通事項」という。）のとおり 

 

１－６ 入札日程 

入札前の入札参加資格の確認

申請書（以下「資格確認申請

書」）の提出 

公告日の翌日から令和８年８月４日（火）まで（土曜日、日曜

日及び祝日を除く。）の午前９時から午後４時まで 

申請書は契約条項を示す場所に電子メールで提出するこ

と。（添付ファイル：PDF形式） 

＊ 提出資料については、入札公告「共通事項」参照 

入札公告「共通

事項」２－２ 

入札参加資格の確認通知 令和８年８月５日（水）までに電子メールで発送し通知する。   

入札前の参加資格確認で資格

がないと認められた者の請求

期限 

通知を受けた日から令和８年８月10日（月）まで（土曜日、

日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後４時まで 

契約条項を示す場所に持参すること。 

入札公告「共通

事項」２－４ 

上記の回答期限 令和８年８月12日（水）まで 入札公告「共通

事項」２－４ 

設計書及び図面（以下「設計

図書等」という。）の交付 

公告日から令和８年８月４日(火)まで(土曜日、日曜

日及び祝日を除く。)の午前９時から午後４時まで 

入札公告「共通

事項」２－３ 

設計図書等に対する質問受付

期間 

公告日の翌日から令和８年８月４日(火)まで（土曜日、日

曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後４時まで 

契約条項を示す場所に電子メール又は持参すること。 

入札公告「共通

事項」２－３ 

上記の回答書縦覧等の期間 令和８年８月６日（木）から令和８年８月10日（月）までの午前

９時から午後４時まで 

入札公告「共通

事項」２－３ 

入札書等の提出 入札日時に入札場所に以下の書類を提出すること。 

・委任状（代理人の場合） 

・入札書（封緘、封印して提出すること。） 

なお、入札参加資格確認通知書の写し、入札価格（

工事費）内訳書を持参すること。 

入札公告「共通

事項」２－５ 

入札価格（工事費）内訳書 要 入札公告「共通

事項」２－６ 

入札執行日時及び場所 令和８年８月17日（月）午前10時00分 

静岡県静岡市駿河区谷田52番１号 

静岡県立大学 はばたき棟３階 第４会議室 

入札公告「共通

事項」２－５ 
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入札後に行う入札参加資格確

認資料の提出 

入札の日から令和８年８月19日(水)までの午前９時か

ら午後４時まで 

契約条項を示す場所に持参すること。 

（次順位者以降の者の期日は別途指示する。） 

入札公告「共通

事項」２－２ 

入札後の参加資格確認で資格

がないと認められた者の請求

期限 

通知を受けた日から令和８年８月24日(月)まで（土曜

日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後４

時まで 

契約条項を示す場所に持参すること。 

（次順位者以降の者の日は別途指示する。） 

入札公告「共通

事項」２－４ 

上記の回答期限 令和８年８月26日(水)まで 入札公告「共通

事項」２－４ 

 

１－７ 設計図書等の交付方法 

設計図書等の交付 

設計図書等の交付は、次のとおり行う。 

 (1) 交付期間 

公告日から令和８年８月４日(火)まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の午前９時から午後４時

まで 

 (2) 交付場所 

静岡県立大学ホームページ（https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/guide/rec-bid/bid/） 

 (3) 交付方法 

ホームページで配布する。(PDFファイル） 

入札参加資格確認申請書に記載された電子メールアドレスに対して直接配布する。(その他ファイル) 

 

１－８ 設計図書等に関する質問に対する回答 

契約条項を示す場所で、回答を書面にて縦覧する。 

 

１－９ その他 

調査基準価格（又は最低制限価

格）の設定 

調査基準価格の設定 無 

最低制限価格の設定 無 

前払金 請負代金の40％以内 

中間前払金 前払金に追加して、請負代金の20％以内の額 

部分払 請負代金が100万円以上2,000万円未満は２回以内、2,000万円以上5,000

万円未満は３回以内、5,000万円以上は４回以内とする。 

契約書作成 要 

工程表の提出 要 

工事工程月報 要 

ISOを活用した監督業務 適用可 

現場代理人及び技術者の氏名の

通知 

書面 

火災保険付保の要否 要 

当該工事に直接関連する他の工

事の請負契約を当該工事の請負

契約の相手方との随意契約によ

り締結する予定の有無 

無 

法定外の労災保険（※）の付保 受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

※公共工事等に従事する者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険契約 

https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/guide/rec-bid/bid/
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提出資料一覧 

〈様式等〉 〈タイトル〉 〈提出時期〉 

様式第２号 入札参加資格確認申請書 申請期限まで 

様式第４号 配置予定技術者等の資格・工事経験 入札後提出期限まで 

様式第５号 許可等の状況 入札後提出期限まで 

 

２ 入札公告（共通事項） 

２－１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて満たし

ていることについての確認を受けた者であること。 

静岡県公立大学法人契約事務取扱規定第２条及び第３条の規定に該当しない者であること。 

静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けていること。（認定業種は入札公告（個別事項）（

以下「個別事項」という。）に記載） 

建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定に基づく許可を受けている者であること。（許可の種類は入

札公告「個別事項」に記載） 

入札参加資格確認申請書（様式第２号、以下「資格確認申請書」という。）及び入札参加資格確認資料（以

下「資格確認資料」という。）の提出期限の日から落札決定までの期間に､静岡県工事請負契約等に係る入札参

加停止等措置要綱（平成元年８月29日付け管第324号）に基づく入札参加停止を受けていないこと。 

静岡県発注公共工事暴力団排除措置要領（平成５年８月１日施行）に基づき、指名からの排除措置を受けて

いないこと。 

次のアからキまでのいずれにも該当しない者であること。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下において「法」という

。)第２条第２号に該当する団体 

イ 個人または法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下イにおいて「暴力

団員」という。)又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。ウ及びオからキまでに

おいて同じ。）である者 

ウ 法人の役員等(法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。)が暴力

団員等である者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団の

利用等をしている者 

オ 暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団

の維持運営に協力し又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購

入契約その他の契約を締結している者 

会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てが成されている者（更生手続開始の決定を受

けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが成されている者（再

生手続開始の決定を受けている者を除く。 ）でないこと。 

 

２－２ 入札参加資格の確認 

(1) この入札の参加希望者は、資格確認申請書を作成の上、提出し、入札前に入札参加資格の基本的な

確認を受けなければならない。また開札の結果、落札候補者になった者は、資格確認資料を提出し、

入札参加資格の詳細な確認を受けなければならない。 

(2) 資格確認申請書及び資格確認資料（添付資料含む）の提出は電子メールとする。 

(3) 入札参加資格の確認等 

ア 入札参加資格確認基準日 資格確認申請書の提出期限の日 
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イ 資格確認申請書 様式第２号 

ウ 入札前に行う入札参加資

格の確認 

提出期限までに資格確認申請書を提出しない者又は入札参加資格がないと

認められた者は、本入札に参加することができない。 

エ 入札後に行う入札参加資

格の詳細な確認 

落札候補となった者は、指定する期日までに以下の資料（添付資料含む。）を作

成の上、指定する日時までに契約条項を示す場所へ提出すること。 

 (1) 様式第４号 配置予定技術者等の資格・工事経験 

 (2) 様式第５号 許可等の状況 

オ 同種工事の施工実績の確

認（参加条件の場合） 

同種工事の施工実績を確認できる書類を添付すること。 

同種工事の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し又は工事カルテ（

CORINS）の写し等 

キ 許可等の状況 様式第５号に建設業許可の状況及び経営事項審査の結果〈並びに営業所の

状況[県内に営業所があることを条件とする場合]〉を記載すること。 

ク 許可通知書の写し 建設業法第３条に規定する許可の通知書の写し（資格確認申請書提出日時

点において許可の有効期間開始日が到来しているもの）〈及び受付印のあ

る建設業の許可申請書の様式第1号及び別紙又は様式第22号の２の写し等、

静岡県内に営業所があることを証する書類[県内に営業所があることを条件

とする場合]〉を提出 

ケ 入札参加資格 有効な「建設工事入札参加資格の審査結果」通知の写し 

コ 経営事項審査結果通知書

の写し 

建設業法27条の29第１項に規定する総合評定値通知書（審査基準日が入札

日より１年７か月以内のもの）の写し 

・資格確認申請書、資格確認資料（添付資料含む）の作成及び申込に係る費用は、提出者の負担とする。 

・入札執行者は、提出された資格確認申請書、資格確認資料（添付資料含む）を入札参加資格の確認以外

に、提出者に無断で使用しない。 

・提出期限後における資格確認申請書、資格確認資料（添付資料含む。）の差し替え及び再提出は認めな

い。 

・提出された資格確認申請書、資格確認資料（添付資料含む。）は、返却しない。 

・提出された資格確認申請書、資格確認資料（添付資料含む。）は、公表しない。 

・資格確認申請書、資格確認資料（添付資料含む。）に用いる言語は日本語とする。 

 

２－３ 設計図書等について 

交付等の方法 入札公告「個別事項」に記載 

質問 電子メール又は書面を持参（様式自由）とする。 

質問に対する回答 書面により回答し、書面の場合は契約条項を示す場所で縦覧する。 

 

２―４ 入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明 

入札参加資格がないと認められた者は、入札執行者に対して入札参加資格がないと認めた理由について、

説明を求めることができる。 

入札参加資格がないと認めら

れた者の請求方法等 

契約条項を示す場所へ書面を持参（様式自由）とする。 

発注者の回答方法 契約条項を示す場所で書面により回答する。 

 

２－５ 入札執行の場所等 
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入札の場所 １－６参照 

入札の方法 入札日時に入札場所に以下の書類を提出すること。 

入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書の写し、入札価格（

工事費）内訳書（入札書と同時に提出が必要な場合のみ）を提出すること。 

また、本工事の詳細な積算資料を入札執行場所へ持参すること。 

その他注意事項 １ 郵送による入札は認めない。 

２ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10

に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

３ 入札執行回数は、２回を限度とする。 

 

２－６ 入札価格（工事費）内訳書 

第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した入札価格（工事費）内訳書の提出

を求める。 

なお、入札価格（工事費）内訳書の提出の要否は、個別事項において記載する。 

受付 入札書の提出に準じる。 

様式 様式第９号 

取扱い 入札価格（工事費）内訳書は、入札書の添付書類とし、不備がある場合は

入札を無効とする場合がある。（入札書と同時に提出が必要な場合のみ） 

 

２－７ 開札等 

開札 入札場所において、入札事務に関係のない法人職員を立ち会わせて行うか、入

札者又はその代理人を立ち会わせて行う。 

落札者の決定方法 静岡県公立大学法人会計規則第20条の規定により、予定価格の制限の範囲内

で最低の価格（最低制限価格を設定した工事にあっては、最低制限価格以上の

価格）をもって有効な入札を行った入札者を落札候補者とする。調査基準価格を

設定した工事にあって、入札価格が「調査基準価格」を下回った場合には、低入

札価格調査の結果、当該入札価格で契約内容に適合した履行が可能と判断さ

れた場合に当該入札者を落札候補者とする。 

入札後に落札候補者から提出された入札参加資格確認資料を審査し、その結

果、参加資格要件を満たしていると確認した場合は、当該落札候補者を落札者

として決定する。参加資格要件を満たしていないと確認した場合は、当該落札候

補者が行った入札を無効とした上で、次順位者を落札候補者とし、入札参加資

格確認資料の提出を求める。なお、落札者が決定するまで順次同様の手続きを

行うものとする。 
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入札の無効 １ 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申

請を行った者のした入札並びに静岡県公立大学法人競争契約入札心得

（以下「入札心得」という。）及び〈現場説明、［現場説明を行う場

合］〉現場説明書において示した条件等入札に関する条件に違反した

入札並びに当該工事の入札価格（工事費）内訳書（入札書と同時に提

出が必要な場合のみ）に不備があるときは、当該入札を無効とする。 

２ 低入札価格調査の対象者が、入札後速やかになされる当該調査の実施

に係る意思確認に対し、応じられない旨の意思表示をした場合には、

入札心得第13条第12項に違反するものであり、入札に関する条件に違

反した入札として当該入札を無効とする。 

３ 入札参加資格のある旨を確認された者であっても、落札決定までの間

に、静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱（平成元年

８月29日付け管第324号）に基づく入札参加停止を受けた場合には、当

該落札候補者のした入札は無効とする。 

 

２－８ その他 

入札保証金及び契約保証金 １  入札保証金 免除 

２  契約保証金 納付（契約金額の100分の10（低入札価格調査を受けて落札し

た者にあっては100分の30）以上） 

ただし、利付国債若しくは地方債の提供又は金融機関若しくは保証事業会

社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事

履行保証証券による保証を付し又は履行保証保険契約の締結を行った場

合は、契約保証金の納付を免除する。 

契約書の作成 契約の締結に当たっては、契約書を作成しなければならない。 

暴力団員等又は暴力団関係業

者による不当介入を受けた場

合の措置 

１  工事の受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けた

場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速や

かに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。 

２  １により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、

速やかに発注者に報告すること。発注者への報告は必ず文書で行うこと。 

３  受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者により不当介入を受けたことから

工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。 

※ 不当介入を受けたにもかかわらず警察及び発注者への通報・報告等を怠っ

た場合は、入札参加資格停止の措置を受けることがある。 

その他 １ 入札参加者は、入札心得及び契約書案を熟読し、入札心得を遵守する

こと。 

２ 落札者は、様式第４号に記載した配置予定技術者を、当該工事の現場

に専任で配置すること。（専任の配置技術者が必要な工事の場合） 

３ 契約書案、契約約款、入札心得、仕様書及び現場説明書は、契約条項

を示す場所で縦覧するものとする。 

４ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨

に限る。 

５ １－５に掲げる競争入札参加資格の認定を受けていない者も資格確認

申請書、資格確認資料（添付資料含む。）及び技術資料を提出すること

ができるが、競争に参加するためには、当該資格の確認を受け、かつ

、競争入札参加資格の認定を受けなければならない。 

６ 落札決定後に静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止措置要綱（平

成元年８月29日付け管第324号）に基づく入札参加停止措置があった場

合の取扱いについては、以下のとおりとする。 
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(1) 落札決定後から契約締結までの間に落札者が静岡県から入札参加停

止措置を受けたときは、当該落札決定を取り消すことがある。 

(2) (1)により契約を締結しない取扱いとした場合については、発注者

は一切の損害賠償の責めを負わないものとする。 

７ 本工事の下請人については、静岡県内に建設業法（昭和24年法律第100

号）に規定する主たる営業所を有する者の中から選定するよう努める

こと。 

８ その他詳細不明の点については、契約条項を示す場所及び事務を担当

する機関へ連絡すること。 

 

以上 



様式第２号 用紙（日本産業規格Ａ４判）

令和　　　年　　　月　　　日

 　　　静岡県公立大学法人理事長　　様

住所

商号又は名称

代表者氏名

１　公 告 日

２　工 事 名 令和８年度 静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

３　工事箇所 静岡市駿河区谷田 地内

４　資格確認

※添付書類は必要ありません。

※虚偽の申請を行った場合、指名停止等の処分をすることがあるので十分注意ください。

　等級

入札参加資格確認申請書

静岡県建設工事競争入札参加資格の認定業種（管工事）

内　　　容項　　　目

有　　・　　無

　　　　　　　　　　　　印

令和８年７月27日

　　 ただし、入札執行後、落札候補者の方は、執行機関の指定する日までに入札参加資格に関する資料を提出
  するものとします。なお、資料が提出できない場合や資格要件を満たしていない場合等は入札が無効となります。

※入札参加に必要な参加資格は、執行機関で上記項目を加除訂正できる。

　下記の工事に係る入札参加資格について申請します。
　なお、入札公告　「２－１　入札に参加する者に必要な資格に関する事項」をすべて満たしていること並びにこの申
請書のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
　また、この工事に係る設計業務等の受託者との関係において、応募要件に反しないことを合わせて誓約します。

記

※複数の技術者を申請する場合、適宜、資格確認欄を追加（別紙可）して使用すること。

特定　　・　　一般建設業許可の種類（管工事業）

営業所の所在地

認定業種（管工事）の格付等級

有　　・　　無設計業務等の受託者と資本若しくは人事面の関係
（有限会社　あおい設備設計事務所）

企業の連絡担当者の電子メールアドレス

技術者の資格と氏名



様式第９号

住所

商号又は名称

代表者氏名 印

1 　入札番号

2 　工事名

3 　工事場所

4 　工事費内訳

　直接工事費

　　蒸気ボイラー設備改修工事（給蒸） 円

　　蒸気ボイラー設備改修工事（給湯） 円

　 　直接工事費 計 円

　共通仮設費 円

　現場管理費 円

　一般管理費等 円

　共通費 計 円

　工事価格 計 円

入　札　価　格　（　工　事　費　）　内　訳　書

令和８年度 静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

施第１００４号

静岡市駿河区谷田 地内

令和　　　年　　　月　　　日　　　　



公告添付資料 

 

入札参加資格確認申請書作成の留意点 

 

入札参加資格確認申請書(以下「申請書」という。)の作成について 

(1)  入札参加申請時に提出が必要な書類は、申請書(入札後審査型様式第２号)のみです。 

申請書以外の様式や添付資料は、開札後に落札候補者のみ提出する必要があります。 

(2)  申請書の提出期限後における差し替え及び再提出はできません。 

※  特に、配置予定技術者の変更は、申請書の提出期限後はできませんので、注意し

てください。 

(3)  提出前に申請書に記載漏れや誤記等がないか確認してください。 

※  特に、「技術者の資格と氏名」欄には、必ず資格も記載してください。 

（資格の例：○級建築士、監理技術者資格証(電気)、○級管工事施工管理技士など） 

 

 

 

入札価格(工事費)内訳書作成の留意点 

（入札時に提出が必要な場合） 

 

入札価格(工事費)内訳書（様式第９号）に不備がある場合は、入札を無効とする場合があり

ます。 

金額の記載（計算）の誤りや提出枚数の欠落がないよう確認（検算等）の上、注意して提出

してください。 

 



入  札  条  件 
（価格変動に対する契約条件） 

 
公共工事の品質確保の促進に関する法律（令和６年６月改正）第７条において、スライド

条項の運用基準の策定や適切な契約変更の実施等が公共発注者の責務とされている。 
 
本工事についても、契約後の資材や労務費の高騰等の変動に備えた、いわゆるスライド条

項（静岡県建設工事請負契約約款第 25 条）を適切に運用するとともに、発注者は受注者か

らの協議の申出等について適切に対応する。 
 

また、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（令和７年 12 月改正）第１

３条第２項に基づき、資材価格の高騰等の理由で受注者から契約変更の協議の申し出があ

った場合には、発注者は誠実に協議に応じる。 
 
なお、詳細については、各種スライド条項運用マニュアルを参照されたし。 

 
（参考 HP） 
https://www.pref.shizuoka.jp/kensei/nyusatsukobai/nyusatsukoji/1003485/1028869.html 

https://www.pref.shizuoka.jp/kensei/nyusatsukobai/nyusatsukoji/1003485/1028869.html
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現 場 説 明 書 

静岡県立大学総務部施設室 

説明日時･会場 現場説明は行いません。 

工事名 令和８年度 静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事 

工事箇所 静岡市駿河区谷田 地内 

工事概要等 

規模、構造、形式 

既設蒸気ボイラー 1,000kg/h 2基撤去 

新設蒸気ボイラー 120kg/h 350kg/h 各1基 

上記に係る機械設備工事一式 

工法・工種 管工事 一式 

工期 令和９年１月29日限り 

債務負担 無 

関連工事 無 

入札 入札回数は２回を限度とする。 

入札当日提出・持参する書類 

 ・入札書 

 ・委任状（代理人の場合） 

 ・入札価格（工事費）内訳書 

 ・入札参加資格確認通知書の写し 

契約 契約に必要な書類 

 ・契約書２部（発注者、受注者） 

現場作業の着手 契約締結後速やかに、実施工程、現場組織、安全管理及び仮設計画等を含めた総合施工計画

書を監督員へ提出し、工事計画の承諾を得たのち着手すること。 

契約前の提出書

類 

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」の対象となる場合は、入札後、契約書作

成までの間に契約担当者に提出すること。 

契約直後の提出

書類 

受注者は、契約締結後所定の期日以内に次の書類を作成し監督員を通じ、それぞれ提出する

こと。 

１ 工程表      （２部１０日以内） 

２ 主任技術者等通知書 （２部１０日以内） 

３ 請負代金内訳書 （１部１０日以内） 

４ 建設業退職金共済制度等の掛金納入書（１部３０日以内） 

 建設業退職金共済制度等の証紙購入時に金融機関が発行する発注者用「掛金納入書」 

５ 火災保険その他損害保険加入届出書（１部加入後直ちに） 

火災保険等（組立保険）に加入すること。なお、既設実験設備、実験に附帯する薬液等に

損害があった場合に補償が可能な賠償責任保険等に加入すること。（保険期間は工期＋14

日程度） 



2 
 

下請関係 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び静岡県発注建設工事に係る建設

生産システム合理化指導要綱を遵守すること。 

施工体制台帳は、施工体制台帳、再下請通知書及び施工体系図よりなるものとし、次のと

おり、整備及び提出すること。 

１ 施工体制台帳（様式は要綱第２号に示すもの、又はこれに準拠するもの） 

受注者が、その建設工事の一部を他の建設業者に請負わせて施工する場合に作成するこ

と。 

２ 再下請契約届出書(様式は要綱第３号に示すもの、又はこれに準拠するもの) 

下請契約における受注者が、その請負った建設工事の一部をさらに他の建設業者に請負わ

せて施工させる場合に作成すること。 

下請契約が数次にわたる場合には、順次上位請負人を経由して元請負人へ提出すること。 

３ 施工体系図（様式は要綱第4号に示すもの、又はこれに準拠するもの） 

受注者が下請契約台帳及び再下請契約届出書に基づき作成するとともに工事関係者が見や

すい場所及び公衆が見やすい場所に掲示すること。 

４ 提出の方法 

工事完了までに提出すること。 

工事工程月報 受注者は、工期が１ヶ月を超える工事について、月末における工事の進捗状況をその月の末

日までに監督員を通じて報告する。（２部） 

支払関係 

 

１ 前払金 

 (1) 前払金は請負代金額の１０分の４以内の額（万円未満切り捨て）とする。 

 (2) 前払金を受けようとするときは、工事完成期日を保証期限とした公共工事の前払金保

証事業に関する法律に規定する保証事業会社（以下「保証会社」という。）の発行する

保証証書を発注者に寄託すること。 

２ 中間前払金 

 (1) 中間前払金は、前払金に追加して、請負代金額の１０分の２以内の額（万円未満切り

捨て）とする。 

 (2) 中間前払金を受けようとするときは、前払金の支払を受けた後、当該前払い金に追加

して行う中間前払金に関する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託するこ

と。 

 (3) 中間前払の条件は、当該年度の工事実施期間の２分の１を経過し、かつ、工程表によ

りその時期までに実施すべきものとされている当該年度の建設工事に係る作業が行われ

ており、既に行われた当該年度の建設工事に係る作業に要する経費が請負代金額の年割

額の２分の１以上の額に相当するものであることについての認定を受けたものとする。 

３ 部分払 

 (1) 部分払金の額は、出来形部分及び製造工場等にある特殊な工場製品に相応する請負代

金相応額（以下「出来形金額」という）の１０分の９以内の額（万円未満切り捨て）と

する。前払金および中間前払金を受けたときは、出来形が現になされた前払金及び中間

前払金の請負代金額に対する割合に１０分の１を加えた率に達したときにかぎる。な

お、２回目以降については前回までの部分払金を差し引いた額とする。請求回数は契約
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書に記載のとおり。 

 計算方法 

 部分払金の額＝Ａ－Ｂ 

 Ａ＝出来形金額×９／１０…万円未満切り捨て 

 Ｂ＝出来形金額×（前払金額＋中間前払金額）／請負代金額…万円未満切り上げ 

４ 完成払 

 (1) 完成払は、建物の引渡し完了後請求できるものとする。 

 (2) 受注者は、完成写真、請求書を提出する。 

変更契約 １ 変更契約は、その必要が生じた都度書面をもって協議して行う。 

 ただし、軽微な変更の場合は、工事完了のときまでに行う。 

２ 提出書類 

 ・工期延長願 受注者側に起因する場合は延長願を提出する。 

 ・変更契約書２部 

 ・変更工程表２部 

完成時の提出書

類 

・完成届（２部） 

・完成写真（１部） 

 工事着手前と完了後を比較できるよう同方向から撮影したもの。 

引渡し時の提出

書類等 

原則下記によるが、提出書類、部数等の詳細は監督員との協議による。 

 ・引渡書（１部） 

 ・工事関係書類（一式） 

 ・工事写真帳（１冊、完成写真付） 

 ・完成図（Ａ３判二つ折り製本２部） 

 ・施工図（Ａ３判二つ折り製本１部） 

 ・CD-R又はDVD-R（2部：詳細は電子納品特記仕様書による） 

工事工程表、主任技術者・現場代理人等通知書、工事写真、施工図、工事工程月報（最

終分）、出来形確認請求書、施工体制台帳（最終分）、変更工程表、完成図、完成写真 

・ 連絡表等、その他保守・使用に関して必要なもの 

材料及び製造所

等の報告を求め

るもの 

１ 建築工事 

（1）既製コンクリート杭 （2）生コンクリート （3）鉄筋 （4）鉄骨  

（5）ＰＣ板ＡＬＣ板 （6）防水材料 （7）石及び擬石 （8）タイル （9）屋根材 

（10）仕上げ塗材 （11）木材 （12）金属製建具 （13）舗装  

（14）コンクリート2次製品 （15）砕石 （16）ユニット類  

（17）その他監督員の求めるもの 

２ 電気設備工事及び機械設備工事 

（1）使用材料 （2）使用器材一式 

材料検査簿等 受注者は、監督員が指定する機材について、材料検査簿を作成し、監督員の検査を受けるこ

と。 
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その他の事項 

 

１ 法人監督員事務所 無 

２ 工事期間中の仮設または試験用の電気料金および水道料金等について、既存施設を利用

する場合は、施設管理者と協議のうえ精算すること。 

３ 特に注意する安全対策 

 (1) 建設地周辺の環境保全に努め、施設利用者、近隣住民に配慮し工事を行うこと。 

・既存施設の運用中であるため、施設利用者への安全確保に万全を期すこと。 

・試験等特に騒音が影響する場合など施設担当者と協議のうえ、工程を検討すること。 

・工事関係車輌は、場内場外共に交通安全、汚損騒音防止対策に万全を期すこと。 

・１日当たりの工事車両が多い場合には、特に安全対策に配慮の上、事前に監督員及び

施設関係者と進入時間等について協議すること。 

・土砂や材料等の飛散防止対策、臭気対策に努めること。 

・作業時間を厳守すること。 

・工事による騒音・粉塵・振動等の発生防止に努めること。なお、建設機械・設備につ

いては、低騒音型、低振動型建設機械の指定に関する規定及び排出ガス対策型建設機

械指定要領に基づき指定される機器を使用するものとする。 

 (2) 関連工事との調整を十分に行うと共に、工事の円滑な推進,安全の確保を図ること。 

 (3) 工期短縮等のため、施工法、物品調達方法等施工ＶＥ（ﾊﾞﾘｭｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）を積極的

に提案すること。 

 (4) 各種法令等を遵守すること。 

 (5) 交通整理員を適正に配置すること。 

 (6) 本工事において発生する産業廃棄物について、廃棄物の分別、収集、再生工場でのリ

サイクル、工場での製品加工、梱包材や養生材の簡素化、その他必要な事項について計

画書を作成し、監督員に提出し廃棄物減量化に努めること。 

 (7) 枠組み足場を設ける場合には、「手すり先行工法に関するガイドライン（厚生労働省

平成15年4月）」により、設置については同ガイドラインに基づく働きやすい安心感のあ

る足場とし、二段手すりと幅木の機能を有する部材があらかじめ備えられた手すり先行

専用足場とするか、または改善措置機材を用いて手すり先行専用足場型と同等の機能を

確保するものとする。 

４ 受注者には設計ＣＡＤデータを提供するので、参考にすること。提出するＣＡＤデータ

の形式は、JWWファイル形式とする。 

 なお、ＣＡＤデータは当該工事のために必要な施工図及び完成図の作成の範囲で使用で

きる。 

５ 工事期間中、監督員が指示した場合は工事の施工状況がわかる写真を提出すること。  

６ 本工事における必要な対策、措置その他 

(1) 全体工程表の作成と工程会議の開催 

・受注者は、月間工程を作成する。 

 (2) 安全対策 

・元請負業者と下請負業者が一体となり、安全で、快適な作業環境を作るよう協力する

こと。 
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 (3) その他 

・大学利用者の安全対策、近隣住民に対する安全騒音振動対策等を考慮すること。 

７ 工事における仕様等は設計図、設計書による。 

８ 施工条件 

・大学行事等との調整を十分に行うこと。 

 



産業廃棄物の処理に関する特記仕様書 

 

 

第１条 この特記仕様書は、建設業法第２条第１項に規定する建設工事に適用する。 

 

第２条 産業廃棄物が搬出される建設工事にあっては、産業廃棄物管理票を(公財)日本産

業廃棄物処理振興センター(https://www.jwnet.or.jp)が運営する「情報処理センター」

への登録（電子マニフェスト）により行うこと。 

 

第３条 これにより難い場合は監督員と協議すること。 

  

https://www.jwnet.or.jp


電子納品特記仕様書 

 

１ 受注者は、最終成果を電子データで納品する。ここでいう電子データとは、「静岡県

営繕事業に係る情報共有・電子納品運用ガイドライン」、「静岡県営繕工事電子納品要

領」及び、「静岡県CAD図面作成要領」に基づいて作成されたものを指し、電子データ

を記録させたＣＤ－Ｒ（ラベルに直接署名又は捺印を行う。）２部及び電子媒体納品書

（紙）により提出する。 

  なお、電子納品の対象とする資料の範囲は、下表の番号に○印の付いたものを適用す

る。ただし、「紙」等で併せて提出するものとする。 

１ 工事工程表(変更工事工程表) 13 変更工程表 

２ 主任技術者・現場代理人等通知書 14 完成届出書 

３ 打合せ簿 15 緊急対策連絡表 

４ 工事写真 16 施工計画書 

５ 施工図 17 使用材料（機器）報告書 

６ 検討図面 18 火災保険等加入届出書 

７ 工事工程月報（最終） 19 再生資源利用促進計画書等 

８ 出来形確認請求書 20 ﾚﾃﾞｨﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ調合報告書 

９ 引渡書 21 完成図 

10 施工体制台帳(添付資料は除く) 22 完成写真 

11 工事記録簿 23 カタログ 

12 材料検査簿 24 その他 

 

２ 受注者は、発注者から提供された設計図等ＣＡＤデータを、当該工事のために必要な

施工図及び完成図の作成の範囲で使用できる。 

 



【別紙】 

 

 

 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）(令和７年版) 

 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和７年版） 

 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（令和７年版）  

☐ 土木工事共通仕様書 

☐ 公共住宅建設工事共通仕様書（令和元年度版） 

 公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）（令和７年版）  

 公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（令和７年版）  

 公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）（令和７年版） 

☐ 建築物解体工事共通仕様書（令和７年版） 

☐ 公共建築木造工事標準仕様書（令和７年版）  

 

 

  受注者は、土木工事等に係る仕様書（平成３年静岡県告示第 296 号）に基づく上記仕様 

書のうち、この工事に適用する仕様書（チェック「✔」の記載があるもの）により、この工事

を施工するものとする。 
  
 
 

 



　　　　
令和８年度　
静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事
　　

有 限 会 社 　 あ お い 設 備 設 計 事 務 所

Ｍ －　０１

図 面 目 録

－　０５

－　０４

－　０３

－　０２

機　　　　　械　　　　　設　　　　　備

案内図・配置図

施工条件特記仕様書

Ｍ

はばたき棟 ボイラー機器表(撤去)

機械設備工事特記仕様書（１/２）

機械設備工事特記仕様書（２/２）

Ｍ

Ｍ

Ｍ

－　０８Ｍ

－　０７Ｍ

－　０６Ｍ

－　０９Ｍ

－　１０Ｍ

はばたき棟 地下１階平面図

はばたき棟 地下1階機械室下部配管詳細図(撤去)

はばたき棟 地下1階機械室上部配管詳細図(撤去)

はばたき棟 地下1階機械室煙道詳細図(撤去)

はばたき棟 地下1階平面図(電気撤去)

－　１１Ｍ 薬学部棟他 個別蒸気発生器機器表

－　１２Ｍ 薬学部棟 地下1階平面図（改修）

Ｍ

（表紙・目録共 27枚）

薬学部棟 地下1階動物実験室詳細図(改修)－　１３

Ｍ

Ｍ

薬学部棟 地下1階平面図(電気改修)

食品栄養科学部棟 ６-７階平面図

－　１４

Ｍ

－　１５

Ｍ

－　１６

Ｍ

－　１７

Ｍ

－　１８

Ｍ

－　１９

Ｍ

－　２０

Ｍ

－　２１

食品栄養科学部棟 Ｒ階平面図

食品栄養科学部棟 ７階洗浄室詳細図(改修)

食品栄養科学部棟 Ｒ階詳細図(改修)

高圧蒸気滅菌装置 ARSP-U6710-D-MT参考図(既存)

高圧蒸気滅菌装置 ARSP-U101651656710-D-FL参考図(既存)

フローシート ARSP-U6710-D-MT参考図(既存)

フローシート ARSP-U101651656710-D-FL参考図(既存)

－　２２

Ｍ

食品栄養科学部棟 Ｒ階詳細図(電気改修)

－　２３

Ｍ

Ｍ

Ｍ

－　２４

－　２５

－　２６

薬学部棟給湯器機器表（改修）他

薬学部棟地下１階平面図（改修）

薬学部棟地下１階洗浄室詳細図（改修）



(1) 内貼りを施すチャンバ－の表示寸法は外法を示す。

排 出 ガ ス 対 策 等

　　　    ・ 印のない場合は、※印を適用する。　・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。

　　　(2) 特記事項のうち選択する事項は、・ 印の付いたものを適用する。

Ⅰ　工事概要

　２　建設工事場所　　　　　静岡市　　　　　　　　　　駿河区

機 械 設 備 工 事 特 記 仕 様 書

　　　　　　　　　　　　　　　　郡　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　町　　谷田地内

　３　建物概要

　４　工事科目（・印のあるもの）

・排煙設備

・衛生器具設備

・屋内給水設備

・屋外給水設備

・屋外排水設備

・給湯設備

・消火設備

・ガス設備

・空気調和設備，換気設備

・浄化槽設備

・屋内排水設備

構造 階数 延床面積（㎡） 備 考建物（棟）名称

・

Ⅱ　仕様

　　　・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）

　１　特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、下記の国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の

　３　設計図書に明記がない場合、又は相違がある場合は、原則として監督職員の指示によるほか、

　　　　　(1) 質問回答書((2)～(5)に対するもの)   (2) 現場説明書   (3) 特記仕様書

　　　　　(4) 図面　　　 　　　　　　　　　　　　(5) 標準仕様書

　　　(1) 項目は全て適用する。

　４　特記仕様

　　　・建築工事標準詳細図

　　　・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）

　　　次の優先順位により判定する。

　　　・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）　　・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）

・

・アスファルト・コンクリート

・

・

・

・

　 受注者の提示する分別解体の方法、施設等と異なる場合においても、設

　 のではない。

注)(1)、(2)については積算上の条件明示であり、処理施設等を指定するも

・木材

　鉄から成る建設資材

・コンクリート及び

・コンクリート

特定建設資材廃棄物の種類

・

再資源化等をする施設名称

・

・

所在地

科目 項 目 特 記 事 項

一　

般　

事　

項

・撤去工事

・さく井設備

　 計変更の対象としない。

処理ｾﾝﾀｰ｣への登録（電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ）により行うこと。これにより難い場合は

(財)日本産業廃棄物処理振興ｾﾝﾀｰ(http://www.jwnet.or.jp)が運営する｢情報産 業 廃 棄 物 管 理 票

監督職員と協議する。

使用する建設機械は排出ｶﾞｽ対策及び低騒音型とする。

環 境 性 能 等 使用する機材はトップランナー基準に適合したものであること。

を監督職員に提出して承諾を受ける。

工事に使用する機材は、その工事の着手前に、「使用材料（機器）報告書」使 用 機 材 の 選 定

基づき、地場産品の使用促進を図ることで、地域経済の活性化に寄与するこ

規定する品質が規格値を満足した地場産品の優先使用に努めること。

とを目的とする。受注者は工事に使用する建設資材等について、契約図書に

「地場産品」とは「県産木材」及び「県産品」をいう。「県産木材」とは

建設資材又は製品等で、県内で最終工程が施されたものをいう。

「静岡県産材証明制度要綱」第２条に掲げるものをいう。「県産品」とは

検 査 等

機材（工事材料）の 使用する機材について、自主検査記録（任意様式）を作成すること。

技 能 士

・さく井施工（ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式さく井工事作業又はﾛｰﾀﾘｰ式さく井工事作業）

・熱絶縁施工（保温保冷工事作業）

・配管施工（建築配管作業）　・建築板金施工（ダクト板金作業）

地 場 産 品

・冷凍空気調和機器施工(冷凍空気調和機器施工作業)

なお、監督職員の検査の結果、合格した機材と同じ種別の機材は以後原則と

ただし、別表１に掲げる機材については監督職員の検査を受ける。

技能士は一級技能士の資格を有する者とする。

静岡県中小企業の受注者機会の増大による地域経済の活性化に関する条例に

建 設 副 産 物 情 報

交 換 シ ス テ ム

本工事の情報を「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ）」へ

登録するものとし、総合施工計画書作成時、工事完了時及び登録情報に

変更が生じた場合には、それぞれ速やかにデータ入力を行う。

また、同システムにより、工事着手時に再生資源利用計画書、再生資源利用

時に同計画書の実施報告書（書式は同一）を作成し、監督職員に提出する。

促進計画書、及び建設副産物情報交換システム工事登録証明書を、工事完了

して抽出検査とする。

12

13

14

15

16

17

18

19

監 理 事 務 所

本工事に必要な工事用電力・水等は受注者の負担とする。工 事 用 水 電 力 等

電 気 保 安 技 術 者

敷地内につくることが　　　※ できる　　　・ できない工 事 用 仮 設 物

　　　　　　　　　　　　（ ・ 　　　　　　　・ 　　　　　　　）

(3) 再資源化を図るもの　（ ・ 塩ビ管　　　　・ 塩ビライニング鋼管）

(2) 特別管理産業廃棄物　（ ・ 　　　　　　　・ 　　　　　　　）

(1) 引渡しを要するもの　（ ・ 　　　　　　　・ 　　　　　　　）発 生 材 の 処 理

・新築工事等

工程

※有

建築設備工事

作業内容 分別解体の方法

(1)分別解体の方法

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」(平成12年5月31日法律第特 定 建 設 資 材 の

再 資 源 化 等

※ 設けない ・ 設ける（・既存建物内の一部を使用する ・構内に新設する）

撤去する配管、ダクト等の保温は分離する。引渡しを要する配管、ダクト等

6

7

8

9

10

11

　 要　　　 不要※ 　　　・ 

の保温は分離する。

配管、ダクトの支持金物、吊りボルト等は本工事にて撤去する。

現場説明書による。

電子納品特記仕様書による。

貸与する設計図データの有無（　※　有り　　・　無し　）

　貸与するＣＡＤデータは当該工事のために必要な施工図及び完成図の作成

　の範囲で使用できる。

電 子 納 品

完 成 図 書

公共事業労務費調査

に対する協力

受注者は、当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査の対象工事と

また、工期経過後においても同様とする。

（１）調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に提出する等必要な

　　　協力をしなければならない。

　　　指導の対象になった場合には、その実施に協力しなければならない。

（２）調査票等を提出した事業所を発注者が、事後に訪問して行う調査・

（３）正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従い就業規則を

　　　作成すると共に賃金台帳を調製・保存する等、日頃より使用している

　　　現場労働者の賃金時間管理を適切に行わなければならない。

なった場合には、以下の各号に掲げる協力をしなければならない。

検 査20

21

22

23

　　　・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）

　　　・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）

　１　建設工事名　　　　

（４）対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請負

　　　工事の受注者（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を

　　　含む。）が前号と同様の義務を負う旨を定めなければならない。

104号)の通知の有無

・通知を要しない（対象工事でない）　・通知を要する（対象工事である）

対象建設工事の場合は、分別解体等、特定建設資材廃棄物の再資源化等を

行う。

※手作業

・手作業・機械作業併用

(2)特定建設資材廃棄物の種類と再資源化等をする施設

中間検査　・対象工事（実施は中間検査実施基準による）　・対象外工事

24

また、製造工場等における材料検査を行う工事材料は監督職員の指示による。

工事施工途中における技術検査の実施回数等は監督職員の指示による。

1 法 令 そ の 他 この工事は、工事に関係する法令、条例及び規定等に基づいて施工する。

官公署の検査を必要とする工事にあっては、工事完成時までに検査を受け

検査済証等の交付を受ける。

2 工事実績情報の登録 受注時又は契約変更時に工事請負代金額500万円以上の工事について、工事

機械設備工事編 平成30年版」によるほか、監督職員の指示により撮影する。

の「営繕工事写真撮影要領(平成28年版)による工事写真撮影ガイドブック

工 事 写 真5

とする。

施工図等の著作権に係る当該建築物に限る使用権は発注者に移譲するもの施 工 図 等 の 権 利4

全すること。　

また、工事の施工を一時中止する場合は、工事の続行に備え工事現場を保

る基本的事項を明らかにする。

事現場の体制の縮小と再開に関すること及び工事現場の維持・管理に関す

務者数、搬入材料及び建設機械器具等の確認に関すること、中止に伴う工

なお、基本計画書には、中止時点における工事の出来形、職員の体制、労

「基本計画書」という。）を発注者に提出し、承諾を受けるものとする。

受けた場合は、中止期間中における工事現場の管理に関する計画書（以下

静岡県建設工事請負契約約款第20条の規定により工事の一時中止の通知を工 事 の 一 時 中 止3

石綿含有建材の

事前調査

営繕工事写真撮影要領令和３年版及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

　　　仕様書令和４年版による。

　　　・建築物解体工事共通仕様書

　２　標準図は以下の令和４年版による。

共　

通　

工　

事

日
付

図番

M-01

 

検
図 

・
・ 

 

作
図 

・
・ 

縮
尺

図
名

有限会社　あおい設備設計事務所

静岡県公立大学

チ ャ ン バ －4

(2) 空気調和機の吸込側及び吐出側に接続するチャンバ－の板厚は、1.2mm

　　法ダクトの当該事項による。図示されたチャンバ－には、450×600の

　　点検口を設ける。

(3) 外壁に面するガラリに直接取付けるチャンバ－及びホッパ－は雨水の

　　滞留のないように施工する。

(口径80ｍｍ以上でフランジ付とし、機器ごとに煙道の直線部に設ける。)

※ 設ける　　　　　　　　・設けないば い じ ん 量 測 定 口3

ば い 煙 濃 度 計2 ※ 設ける(図示による)　　・設けない

1 設 計 条 件

なお、保温化粧ケースは塩化ビニル樹脂製とする。

屋内露出　　※ 保温化粧ケース   ・ 冷 媒 管 保 温 外 装10

屋外露出　　・ 保温化粧ケース   ※ ステンレス鋼板　・　　

28

27

耐 震 施 工

水 槽 類

※ ベローズ型  ・ スリーブ型

26

(2)金属製露出管路

※タイプ25を使用するものとする。

(1)合成樹脂製可とう電線管(PF管)及び付属品電 線 保 護 物 類

（※屋外　※機械室等を除く屋内の見えがかり部　・　　）

次の管路は塗装を行う。溶融亜鉛めっき加工された電線管を除く。

汚物用水中モーターポンプ電動機の極数は、（　※ 4極・ 6極　）とする。

　　　衝材、断熱材、塗料、仕上塗料は、アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない

メカニカル形管継手（ ※ 拡管式  ・ プレス式 　・　　　　　　　　）

呼び径60SU以下のステンレス鋼管の継手は下記による。

25 ポ ン プ

試験を行う。アンカー

24

23

22

21

　　　ティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩

建 築 材 料 等

ステンレス鋼管継手

鋼 管 用 伸 縮 管 継 手

絶 縁 継 手

・ 絶 縁 フ ラ ン ジ

異種金属間の接合箇所に取り付ける。

原則として、再使用しない。やむを得ず再使用する場合は、引張強度の確認20 既存インサート及び

　　・ 行わない

　　　　 壁　※ レーダー探査　　・ 放射線透過検査　　　

・ 行う　床　※ 放射線透過検査　・ レーダー探査　　　　

工場での試験成績書の提出（　※　求める　　・求めない　）

土留め工法は、( ※　軽量鋼矢板先行工法  ･ 　　　　 )とする。

現場での試験（　※　行わない　・行う　）

改修工事ではつり作業を行う場合の、非破壊検査による埋設物の事前調査を非 破 壊 検 査19

18 凍 結 深 度 凍結深度(       mm)以上とする。

17 配 管 埋 設 深 さ

( ※600mm  ・      mm)以上とする。

一般敷地内では管の上端より( ※300mm  ・    mm)以上とし、構内道路は

16

施 工 区 分

関 連 す る 工 事 と の 図面に特記なき場合は「工事区分表」による。ただし、これにより難い場

15 コ ン ク リ ー ト

圧 縮 強 度 試 験

14 配管施工時の土留め

合は監督職員と協議する。

　　　ル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。　　　ル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

屋 外 支 持 金 物1

　※ ステンレス製　　　・ 亜鉛メッキ　　　・　

配管及びダクトの屋外支持金物

ただし外面を樹脂等で被覆された鋼管は除く。

部は、防食用ビニールテープ巻き1/2重ね1回巻きとする。

保温を施さない鋼管類でコンクリート埋込み部及びコンクリート壁等の貫通管 の 防 食5

埋 設 標 識 テ － プ4 ※ 設ける　　　　・ 設けない

地 中 埋 設 標3 ※ 設ける　　　　・ 設けない

溶 接 部 の 検 査2

なお、放射線透過検査の判定基準は監督職員との協議による。

6 建 物 導 入 部 配 管

10 養 生

9 亜 鉛 め っ き 以 外 の

・鉄面のさび止め塗装

※鉛・クロムフリーさび止めペイント(JIS K 5674)

8 保 温 工 事

・保温要（　・消火管　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

図面に特記のない場合の保温箇所は下記によるほか標準仕様書第2編による。

　　　　　　高　　温　　部　　　　※ ロックウ－ル

　　　　　　防火区画貫通部　　　　※ ロックウール

 　　　　　　　〃 　　(給水管以外)※ グラスウール  ・ ロックウール

　　　　　　　　　　　　　　　　　※ ポリスチレンフォーム

　　　　　　一　　　　　般　　　　※ グラスウ－ル

屋外、多湿箇所(給水管)

7 弁 類 の 開 閉 表 示 配管に設ける弁類には、開閉表示を（ ※ 行う　　　・ 行わない）

（土中埋設の弁類も同様）

図面に特記のない場合の保温材は下記によるほか標準仕様書第2編による。

する。（可とう性を有する管種は除く）

変位吸収方法について図面に特記なき場合は、スリークッションにより施工

ポリエチレン管の異種管接続部における点検用桝（※設ける　・設けない）

養生範囲（　　　　　　　　　　　） 養生方法（　　　　　　　　　　　）

:

:

:

・

※別契約の関係工事で定置したものは無償で使用できる。

・本工事で設置する。

Ａ種　　　施工箇所面に枠組足場を設ける

設置においては、「手すり先行工法等に関するガイドライン」(厚生労働省

平成21年4月)における手すり据置方式又は手すり先行専用足場方式に基づき

設置すること。

:

:Ｅ種　　  移動式足場を使用する

Ｄ種　　  仮設ゴンドラを使用する

Ｃ種  　　施工箇所面に単管本足場を設ける

Ｂ種　　　施工箇所面にくさび緊結式足場を設ける

足 場 そ の 他11

※ 根切り土の中の良質土(ただし、ｺﾝｸﾘｰﾄ管以外の管の周囲は山砂の類)

・ 山砂の類

埋 戻 し 土 及 び 盛 土12

（ ・防音シート　・防音パネル　・　　　　　 　　・　　　 　　　　・　　 　　　　　　）

標準仕様書第2編2.5.17の溶接部の非破壊検査の適用

　・ 要（               ）　　　　※ 不要

※構内敷きならし残 土 処 分13

  受入条件（　           　　　）

  搬出場所の名称及び所在地( 　　　　　　　　　　　　)

　場外指定場所に搬出し、搬出後、監督職員へ搬出場所の受入を証明する資料を提出する。

・構内指示の場所にたい積

・構外搬出　片道運搬距離（　　）km、DID区間（　・　有　　　・　無　）

  仮置場（　           　　　）

　受注者の提示する運搬距離、処分費及び整地費と異なる場合においても設計変更の対象としない。

空　

気　

調　

和　

設　

備　

・　

換　

気　

設　

備

屋 外

        ℃

        ℃冬 期

夏 期

温 度 (DB) 湿 度 (RH)

        ％

        ％   ２２ ℃

   ２６ ℃

温 度 (DB)

屋　内（調整目標値）

湿 度 (RH)

        ％

        ％

水槽類のオーバーフロー管及びドレン管は配管用炭素鋼鋼管（白）とする。

(3)ケーブル配線の保護管は、標準仕様書(電気設備工事編)金属管配線、

合成樹脂管配線の項による。

(4) 壁面配管等で人が容易に触れるおそれのある部分（２ｍ以下）の配管

支持材には保護キャップ等の安全措置を施すものとする。

　締付け方式のアンカーを使用すること。

※配管、ダクト、機器等の天井吊下げ用として金属拡張アンカーを用いる場合には、

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

　

実績情報ｻｰﾋﾞｽ(CORINS)に10営業日以内に登録すること。また、契約変更に

より工事請負代金額が500万円未満になった場合は、すみやかに契約変更前

の工事登録を削除すること。なお、契約金額の変更登録は完成時のみとする。

特定建築物石綿含有建材調査者が石綿含有建材の事前調査を行う。

なお、建築物の改修工事で請負代金額の合計額が100万円以上であるもの

については、原則として「石綿事前調査結果報告システム」を用いて調

査結果の報告を行い、内容を監督職員へ提出すること。

※石綿事前調査結果報告システムには「gBizID（https://gbiz-id.go.jp）」

内部足場の種別　　※脚立、足場板等

外部足場の種別　　・Ａ種　　※Ｂ種　　・Ｃ種　　・Ｄ種　　・Ｅ種

　Ａクラスを、ＡクラスのときはＳクラスを適用する。

＊防振支持する場合は、設備機器の応答倍率を考慮し、Ｂクラスのときは

設 置 場 所

上層階・屋上階及び塔屋

中 間 階

地 下 階 及 び １ 階

地 下 階 及 び １ 階
に 設 置 す る 水 槽

設計用鉛直震度は、設計用水平震度の1/2とする。

本施設は（ ・防災上重要な機能を必要とする防災拠点等・ 防災上重要な施

　防災拠点等及び

設・ 一般の施設 ）とする。

防災上重要な施設
クラス

・ タンク類

機器等の設備耐震クラスの分類は、次による。

・ 無線室等の空調機類

・

・ 防災機器

・ ポンプ類

Ｓ、Ａクラス以外の機器等Ｂクラス

Ａクラス

Ｓクラス

・

・ 配管・ダクト

・ ガス機器

・ 空調機

・ 冷却塔

　　・　

　　・ 冷温水機

　　・ 冷凍機

　　・ ボイラ－　

・ 熱源機器

0.6

1.0

1.52.0

1.5

1.0

1.5 1.0 0.72

0.48

0.72

1.2 

ＢクラスＡクラスＳクラス

設備耐震クラス分類

一 般 の 施 設

・ 防災機器

・

・

Ｓ、Ａクラス以外の機器等

・ タンク類

・ ポンプ類

・ ガス機器

・

・

設備機器・配管等の支持、固定は別表２による。

ただし、これにより難い場合は、監督職員と協議する。

設備機器の設計用水平地震力は、下記に示す設計用水平震度に、機器の質量

を乗したものとする。

　　以上とする。なお、製作及び取付は標準仕様書のアングルフランジ工

（　※養生シート(※Ⅰ類　・Ⅱ類)　・養生ネット　・ネット状養生シート(・Ⅰ類　・Ⅱ類) ）

外部足場の防護シートによる養生　

への登録が必要となる。

総　

合　

試　

運　

転　

調　

整　

等

飲用水の水質の測定

雑用水の水質の測定

濃 度 測 定

化 学 物 質 の

　測定時期、測定対象化学物質、測定方法、測定対象室、測定箇所数等につ

　いては、監督職員の指示による。

騒音の測定

1

2

じんあいの測定

室内気流及び

温湿度の測定

室内外空気の

水量調整

風量調整

3

4

5

・水道法施行規則第56条第2項による検査項目

　（臭気、味、色、色度、濁度、残留塩素）

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律第4条第3項による

・水道法施行規則第10条による全項目及び残留塩素

　28項目及び残留塩素

　環境衛生管理基準による

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律に規定される建築物

総合試運転調整

　※行う　　　・行わない

　※行う　　　・行わない

　※行う　　　・行わない

　・行う　　　※行わない

※ 不要　　　・ 要

※行わない　・行う（行う場合は下記４項目を選択）　　　

　・行う　　　※行わない

※行わない　・行う（行う場合は下記３項目を選択）　　　

・行う（行う場合は下記による）　　　※行わない

25 地下埋設物の事故防止 「静岡県地下埋設物の事故防止マニュアル」に基づき、事故防止対策を行うこと。

機械設備工事特記仕様書(     ） 1/2

本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共

に、次の（１）から（４）を満たすものとする。

（１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パー

　　　又は発散が極めて少ない材料を使用する。

（２）接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材

　　　料を使用する。

（３）接着剤は、可塑剤（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシ

（４）（１）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホル

　　　ムアルデヒド、アセドアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少

　　　ない材料を使用したものとする。

※ アルミニウム製　　　　・ 鋼製5 吹 出 口 ・ 吸 込 口

　　　復帰方式　　・ 遠隔　　　　・　

(2) ピストンダンパ－

　　　定格入力は DC24V 0.7A以下とする。

　　　復帰方式　　・ 遠隔　　　　・　

　　　操作方式　　瞬時通電式又は電動式（DC24V 0.7A以下）

(1) 防煙ダンパ－6 ダ ン パ －

低圧ダクト　・ コーナーボルト工法7 矩 形 ダ ク ト

コーナーボルト工法は長辺の長さ1,500mm以下のダクトに適用する。

　　　　　　・ アングルフランジ工法

　　　　  （・ 共板フランジ工法　　・ スライドオンフランジ工法）

冷媒ガスはメーカー標準とする。8 冷 媒 ガ ス

9 配 管 材 料 冷 媒 管　　※ 冷媒用断熱材被覆銅管

冷温水管　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白）

　　　　　　・ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（VA）

冷却水管　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白）

排 水 管　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白）

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）

蒸 気 管　　※ 配管用炭素鋼鋼管（黒）

　　　　　　・ 圧力配管用炭素鋼鋼管

油　　管　　※ 配管用炭素鋼鋼管（黒）

　　　　　　・ リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発泡三層管（RF-VP）

　　　　　　・ 排水･通気用耐火二層管（屋内に限る）

ブライン管　※ 配管用炭素鋼鋼管（黒）

耐火二層管は国土交通大臣認定及び（一財）日本消防設備安全センター性

能評定に基づき、伸縮継手を設置すること。

R6.5

塩化ビニル管は塩化ビニル管・継手協会発行の ＜建物排水通気用 硬質塩化

伸縮継手を設置すること。

ビニル管・継手 技術資料（Ｑ＆Ａ）＞に記載されている設置基準に基づき、

はばたき棟 SRC 3(1) 5355㎡

薬学部棟 SRC 6(1) 17329㎡

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事



・ リサイクル硬質ポリ塩化ビニル三層管（RS-VU）

図番

M-02

 

作
図 

・
・ 

 

検
図 

・
・ 

日
付

縮
尺

図
名

有限会社　あおい設備設計事務所

舗装版切断時の濁水は産業廃棄物として適切に処理を行うこと。

静岡県公立大学

ステンレス材を酸洗いした場合、その廃液は産業廃棄物として適切に処理を行なうこと。
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別表１

・ 印の付いたものを適用する。

　さく井

　浄化槽

　自動制御機器類

　空気調和設備工事用機材

　タンク類

　ポンプ類

　配管類

・冷媒管

　その他

　給排水衛生設備工事用機材

　弁類

・

・

・

・

・

・リモート盤

・中央監視盤

・ヘッダー

・冷却塔

・空気調和機（AHU)

・パッケージエアコン

・仕切弁

・バタフライ弁

・逆止弁

・緊急遮断弁

・

・給水用ポンプ

・空調用ポンプ

・消火ポンプ

・

・

・

・

・

・

・

・

・スリーブ（つば付鋼管）

・

・

・

・スクリーン

・

・ブロワー

・動力盤、制御盤

・ＦＲＰ浄化槽

・

・組立てマンホール

・水栓

・衛生器具

・ボイラー

・

・膨張水槽

・貯湯槽

・高架水槽

・受水槽

・冷温水管

・排水管

・給水管・

名 称

横引き配管などの支持

左記のうち、

ガイドライン：静岡県防災拠点等における設備地震対策ガイドライン（平成２５年度）

支持、固定

標準仕様書

標準仕様書

ガイドライン＊

設備機器・配管等の

ガイドライン＊

標準仕様書一般の施設

防災上重要な施設

施設分類

別表２

＊ガイドラインに記載のない内容は、センター指針を適用する。

ガイドライン＊
　 とする防災拠点等
防災上重要な機能を必要

センター指針：建築設備耐震設計・施工指針（2014年版）

設備機器・配管の支持、固定は、以下の図書を適用する。

蓋の鎖　　　　　　　　鉄製蓋　　※　要　　　・　不要

屋 

外 

排 

水 

設 

備

屋　

外　

給　

水　

設　

備

架　　空　　※ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（VB）

　　　　　　・　

雑 排 水　　※ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管1 配 管 材 料屋　

内　

排　

水　

設　

備

桝 類

配 管 材 料

放 流 納 付 金

※ 硬質塩化ビニル管（VU）

※ 不要　　　・ 要（ ・ 別途工事　　・ 本工事）

2

1

撤　

去　

工　

事
　　　また、法に規定するものの他、次の書類を監督職員に提出すること。

（１）冷媒の回収にあたっては、「フロン類の使用の合理化及び

　　　行うこと。

　　　管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）」に従って

　　　（ア）第一種フロン類充填回収業者登録通知書の写し

回 収　　　　　　※ 水道配水用ポリエチレン管（50A 以上）

2 家 庭 用 エ ア コ ン の

処 分

家庭用のエアコン等で「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」

の対象となっているものは、本工事では撤去までとし、処分等については、

施設管理者へ引き渡しを行う。

※ 無　　　　　　　　　　　・ 有

関係法令に従い、専門業者により適正に処理すること。吸 収 冷 温 水 機 等 の

吸 収 冷 凍 機 、

臭 化 リ チ ウ ム

水 溶 液 等

除 去 工 事

石 綿 含 有 建 材 の

　　　工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等により石綿を含有し

　　　ている建築材料等の使用の有無について調査する。

　　　測定箇所等は監督職員の指示による。

　　　測定箇所等は監督職員の指示による。

石綿粉じん濃度測定　　　※ 行わない　　・ 行う（　　　箇所）

　　　作業主任者の有資格者の内から選任し、法令に基づき、作業の方法、

　　　労働者の指導等必要な措置を行うこと。

　　　石綿作業主任者技能講習修了者又は平成18年3月以前の特定化学物質

3

4

石綿含有品　　 ・ フランジ用ガスケット（ ・ 配管　・ ダクト）

　　　　　　　 ・ 配管用成形保温材

分析による石綿含有建材の調査　　※ 行わない　　・ 行う（　　　箇所）

事前調査　　　　　　　　※ 行う　　　  ・ 行わない

石綿作業主任者

　　　（イ）フロン類の処理に関する証明書（充填証明書、引取証明書等）

　　　　　　　 ・ 天井材

　　　　　　　 ・ 外壁（　・塗材　・スレート　・　　　　）

　　　撤去部にアスベストを含む材料が使用されている場合は、適切に処理

　　　を行い、必要に応じて官公庁等への届出を行うこと。

　　　石綿含有塗材の塗布された外壁及び石綿含有スレート波板等の

　　　外壁面に対して、足場及び配管等の支持のため、アンカーを打設

　　　する際にも、石綿作業主任者を配置し、外壁面に対して

　　　湿潤状態とし、集塵機能付き電動工具を使用する等、

　　　飛散防止措置を講ずること。

マンホールは組立式とする。蓋には汚水、雨水等の文字を入れる。

　　　　　　　　　小口径桝(300mm)：深さ2,500mm以下

　　　　　　　　　小口径桝(200mm)：深さ1,500mm以下

雨水桝(ﾊﾞｽｹｯﾄ付)　小口径桝(150mm)：深さ1,200mm以下

　　　　　　　　　小口径桝(300mm)：深さ2,500mm以下

　　　　　　　　　小口径桝(200mm)：深さ1,500mm以下

汚水桝　小口径桝(150mm(流入口径75mm以下に限る))：深さ1,000mm以下

・ 以下による。（排水を接続する市町の指針、基準等がない場合）

※ 排水を接続する市町の指針、基準等の規定による。桝 の 深 さ

　　　　　　　塩化ビニル製蓋　　・　要　　　※　不要

（２）行程管理票の様式は、監督職員の指示による。

2

機 械 設 備 工 事 特 記 仕 様 書

パネル落下防止措置を行う。

「防災拠点等における設備地震対策ガイドライン（静岡県）」による

12 天井カセット型空調屋内機にはパネル落下防止措置を行う。パネル落下防止措置

11

（静岡県）」による。

吊り機器類の振れ止めは、「防災拠点等における設備地震対策ガイドライン

防 止 措 置

機 器 類 の 落 下

排　

煙　

設　

備

・昇降機センター）の排煙風量の検査方法に準ずる。

4 排 煙 風 量 測 定

・ ワイヤー式

・ 電気式( 遠隔復帰 ・ 要  ・不要 )3 排 煙 口 開 放 装 置

・ 壁取付　　　（・ スリット形　　　　・ 　　　　　　　）

・ 天井取付　　（・ スリット形　　　　・ パネル形　　　）2 排 煙 口 の 形 式

1 ダ ク ト

フランジ接合　 ※ 125A 以上　　　・     A 以上　（FVB、FVDとする）

配 管 材 料

量 水 器 桝

量 水 器

1

2

3

4

※ 貸与品　　　　・ 本工事（水道事業者の認定品）

※ 水道事業者の規格　　　　・ 標準図        形

屋
内
給
水
設
備 ね じ 接 合　　※ 100A 以下　　　・     A 以下2 配 管 接 合

屋内一般　　※ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（VB）1 配 管 材 料

給 

湯 

設 

備
配 管 保 温 外 装2

1 配 管 材 料 ※ 一般配管用ステンレス鋼管

・ 銅管（硬質Ｍ）

・ 水道用耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管

・ 保温付被覆銅管（保温14mm以上）

屋外露出　　・ 合成樹脂製カバー

屋内露出　　※ 合成樹脂製カバー

　　　　　　※ ステンレス鋼板

　　　　　 ・　

2 屋 内 消 火 栓 箱 ※ 製造者標準仕様　 　・ 標準図（P -         ）による。

ガ　

ス　

設　

備

1 ガ ス の 種 類 ・ 都市ガス　　　　     　  Kcal/nm3

・ 液化石油ガス　　　 24,000Kcal/nm3

2 配 管 材 料 屋内一般　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白）

　　　　　　・　

　　　　　　・ ガス用ポリエチレン管（PE）

3 ガ ス メ － タ － ※ 貸与品　　　　・ 本工事

ガスボンベ転倒防止の鎖は本工事とする。

浄　

化　

槽　

設　

備

1 処 理 方 式 合併処理　・ 建築基準法施行令第35条の認定品による

　　　　　・ 建設省告示第1292号による。第(　)（　　　　　　　方式）

2 処 理 能 力 処理対象人員　　　　　　人

処理水量　　　　　　　　m3/日

3 本 体 構 造 ・ コンクリ－ト製　　　　・ ＦＲＰ製

4 放 流 水 質 BOD　　　　ppm 以下

5 配 管 材 料 ・ 一般配管用ステンレス鋼管（　　　　　　　　）

・ 耐熱性硬質塩化ビニル管　（　　　　　　　　）

・ 配管用炭素鋼鋼管(白)　　（　　　　　　　　）

・

6 土 留 め 工 法 ・

さ　

く　

井　

設　

備

・ 浅井戸　　　　　・深井戸

・ ロ－タリ－式　　・ パ－カッション式　　・ ダウンザホールハンマ式

※ 配管用炭素鋼鋼管（黒）

・ 

※ ステンレス製巻線型　　　・ 

※ 連続測定　　　　　　　　・ スポット測定

※ 行う（原水全項目）　　　・ 行わない

1

2

3

4

5

6

種 別

掘 削 方 式

ケ － シ ン グ

ス ト レ － ナ －

電 気 検 層

水 質 検 査

1 ※ 無　　　　　　　　　　　・ 有冷媒（フロン系）の

建築設備定期検査業務基準書2016年版（(一財)日本建築設備

　　　　　　・ 水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（PB）

　　　　　　・ 水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管（PD）

ダクト内清掃　※ 行わない　　・ 行う

改修標準仕様書第３編２．２．７「既設ダクトの再利用」による。13

　　　　　　　　　　　　※ 別途※ 不要　　　　　・ 要（ 　　　　・ 本工事）

そ　
　

の　
　

他

1

上 水 道 加 入 金

　　　　　　・ 水道用ポリエチレン二層管（40A 以下）

吊りボルトの規定長さが0.4ｍ未満の場合は、設置状況に応じ適切な振れ止め

を行うこと。

※ 亜鉛鉄板　　　・ 普通鋼板（板厚　※ 1.6 mm　　・     mm）

衛
生
器
具
設
備

※ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（VD）

※ 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（VD）（40A 以下）

地中埋設

地中埋設

※ ポリエチレン被覆鋼管（PLP･PLS）地中埋設

消　

火　

設　

備

1 配 管 材 料

　　　　　 ・ 消火用硬質塩化ビニル外面被覆鋼管（STPG370VS 白管 sch40）

※ 消火用硬質塩化ビニル外面被覆鋼管（VS）地中埋設

　　　　　 ・ 圧力配管用炭素鋼鋼管（STPG370 白管 sch40）

　　　　　 ・ 

　　　 　　原則としてハウジング形継手は使用しない。

屋内一般　 ※ 配管用炭素鋼鋼管（白）

既存ダクトの再利用

14 ダクト保温の範囲

掃 除 流 し1 排水口形式　　　※ 目皿　　　　・ 鎖付き共栓

洗 浄 水 量2 改修工事における大便器の洗浄水量の調整

　調整を（※行う　・行わない）

大便器の洗浄水量の調整は次のとおりとする。

新設の場合:6.5リットル、既存利用の場合:便器の仕様に合わせる

そ の 他

4 ガ ス 漏 れ 警 報 機 外部出力端子( ※ 有  ・ 無 )

緊 急 遮 断 弁5 ・ 設ける　　　　・ 設けない

6

フランジ接合 　※ 125A 以上　　　・     A 以上　（FVB、FVDとする）

配 管 接 合5 ね じ 接 合　　※ 100A 以下　　　・     A 以下

水道配水用ポリエチレン管は、配水用ポリエチレンパイプシステム協会が

推奨する試験方法による。

水 圧 試 験7

緊 急 遮 断 弁 装 置6 駆 動 方 式　　※電気式　　　　　・機械式

水道配水用ポリエチレン管は電気融着接合とする

外気取入ダクト（ＯＡ）：保温する

外気ダクト（ＥＡ）：外壁から１ｍ保温する

給気ダクト（ＳＡ）：保温する

還気ダクト（ＲＡ）：保温しない

排煙ダクト（ＳＭ）：保温しない　

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管（VP）

　　　　　　・ 排水・通気用耐火二層管

　　　　　　・ 配管用炭素鋼鋼管（白）

汚　　水　　※ 排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管

　　　　　　・ 排水・通気用耐火二層管

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管(VP)

通　　気　　※ 配管用炭素鋼鋼管（白）

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　・ 排水・通気用耐火二層管

配 管 施 工 (1)排水横主管に設ける90°曲管は原則として大曲管とする。2

(2)排水縦管の下部曲がり管及び排水横枝管の水平曲がり管は大曲管とする。

3 試 験

　　　　　　・ 硬質塩化ビニル管(VP)

R6.5

4

5

排水の通水試験は、桝への放流を確認し、報告書を作成すること。

（空調ドレン排水を含む）

4 そ の 他 流しの床上部分の配管を硬質塩化ビニル管（VP）とする場合

は監督職員と協議する。（フレキシブルジョイントによる接続は不可）

耐火二層管は国土交通大臣認定及び（一財）日本消防設備安全センター性

能評定に基づき、伸縮継手を設置すること。

伸縮継手を設置すること。

塩化ビニル管は塩化ビニル管・継手協会発行の ＜建物排水通気用 硬質塩化
ビニル管・継手 技術資料（Ｑ＆Ａ）＞
に記載されている設置基準に基づき、

令和８年度　
静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事



指定部分６ 工事の規模（範囲）及び工期について

指定した部分がある場合

施 工 条 件 特 記 仕 様 書

明示事項 内容明示が必要な場合
適用
項目

明示項目

下記項目のうち適用項目○印該当欄は、当該工事に関する施工条件として明示するものである。

他の工事の開始又は完了の時期により、 影響を受ける部分

関連する工事内容

明示事項 内容

限される場合

立のものがある場合

協議成立見込時期

地下埋設物等の移設が予定されている場合

１
工
程
関
係

明示が必要な場合

関連工事との調整１

２

関係機関等との協議３

４

５

適用
項目

明示項目

影響を受ける工事内容

関連する工事の開始又は完了の時期

当該工事の関係機関等との協議に未成 制約を受ける内容

協議内容

関係機関、自治体等との協議の結果、

特定の条件が付され当該工事の工程に

影響がある場合

影響を受ける部分

影響を受ける内容

地下埋設物及び埋蔵文化

財の事前調査

工事着手前に地下埋設物及び埋蔵文化

財等の事前調査を必要とする場合

調査項目

調査期間

作業不能日数 休日日数以外の作業不能日数

当該工事の規模（範囲）

当該工事の工期

当該工事の施工時期、全体工期等に影

響がある場合

施工時期、施工時間及び施工方法が制

移設期間

施工時期、時間の制限

現場説明書による。

制限される施工内容

制限される施工時期・施工時間

制限される施工方法

なお、明示事項に変更が生じた場合は、監督職員に報告し、協議するものとする。

検図 工事名作図 日付

 施工条件特記仕様書

図番

仮設物を他の工事に引き渡す場合及び

引き継いで使用する場合

仮設備の内容

仮設備の期間

仮設備の条件

仮設備の構造、工法及びその施工範囲

を指定する場合

仮設備

（仮土留、仮橋、足場等）

１

工事特記仕様書、図示による。

仮設備の構造、施工方法、施工範囲 図示による。

仮設備の種類

仮設備の設計条件を指定する場合 設計条件の内容 図示による。

７
建
設
副
産
物
関
係

建設発生土が発生する場合 受入場所及び仮置き場所までの距離

処分又は保管条件

現場内での再利用又は減量化が必要な

場合

現場内利用の内容

減量化の内容

建設副産物及び建設廃棄物が発生する

場合

再資源化処理施設又は最終処分場を指

定する場合

処理方法、処理場所等の処理条件

建設発生土の搬出

建設副産物の利用

建設副産物及び建設廃棄

物の処理

１

２

３

数量
片道

運搬距離
建設廃棄物の種類 処理等施設の名称 受入条件等

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律、資源の有効な利用の促進に関する

物適正処理推進要綱に従い適切に処理する。

８
工
事
支
障
物
件
等

地上、地下等における占用物件の有無

る場合

支障物件名 管理者名 支障物件の位置

支障物件の移設時期 工事方法 防護

支障物件名、管理者名等

地上、地下等の占用物件に係る工事期

間と重複して施工する場合

工事内容

工事期間

９
排
水
関
係

排水の工法、排水処理の方法及び排水

の放流先等を指定する場合

排水工法 排水処理の方法 放流先

予定される排水量 排水の水質基準 放流費用

排水工法、排水処理の方法等

施設の内容水替・流入防止施設が必要な場合

設置期間

薬液注入を行う場合 設計条件 施工工法 材料種類

施工範囲 削孔数量及び延長 注入量及び注入圧

周辺環境調査の内容
周辺環境に与える影響の調査が必要な

場合

11

　

薬
液
注
入
関
係

10

工事現場発生品がある場合

設計条件、施工工法等

工事支障物件協議１

排水処理１

水替・流入防止施設２

薬液注入

工事現場発生品

１

１

受入場所、距離等の処理条件

工事特記仕様書による。

工事特記仕様書による。

及び占用物件等で工事支障物が存在す

　

そ
の
他

品名・数量、現場内での再使用の有無

引渡場所

支給材料及び貸与品がある場合 品名・数量・品質

規格又は性能

引渡場所・引渡期間

近接協議に係る条件及び内容

架設工法を指定する場合 施工方法

施工条件

工事電力を指定する場合

工事用水の内容

工事電力の内容

工法の内容
新技術・新工法・特許工法を指定する

場合

部分使用を行う必要がある場合 部分使用箇所

部分使用時期

支給品及び貸与品

工事用水、電力

新技術・新工法・特許工法

部分使用

２

３

４

５

６

７

工事特記仕様書による。

工事特記仕様書による。

工事用水を指定する場合

関連機関との近接協議

架設工法

工事特記仕様書による。

法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他関係法令等によるほか、建設副産○

６
仮
設
備
関
係

仮道路を設置する場合 仮設道路の仕様

安全施設等の設置期間

工事終了後の措置

仮道路２道
路
関
係

官有地等を使用させる場合

場所・範囲

時間・時期

使用条件

工事に伴う公害防止のため、施工方法、

建設機械・設備、作業時間等の指定が

必要な場合

２
用
地
関
係

３
公
害
関
係

仮用地等として官有地の

提供

公害防止

（騒音、振動、粉塵、排

出ガス等防止）

１

１

施工のための仮用地等として施工者に、

復旧方法

施工方法、建設機械・設備、作業時間

工事の施工に伴って発生する騒音、振

動、地盤沈下、地下水の枯渇等が予測

される場合

事前・事後調査の区分

調査時期

未然に防止するための必要な調査方法

未然に防止するための必要な調査範囲

電波障害等に起因する事業損失が懸念

される場合

事前・事後調査の区分

調査時期

未然に防止するための必要な調査方法

未然に防止するための必要な調査範囲

４
安
全
対
策
関
係

指定の内容

指定の期間

防護施設の内容

鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施

設と近接する工事において施工方法等

に制限がある場合

落石、雪崩、土砂崩落に対する防護施

設が必要な場合

交通誘導員の配置を指定する場合

配置時間

延べ人数

換気設備等の内容
有毒ガス及び酸素欠乏対策として、換

気設備が必要な場合

制限がある場合

使用中・使用後の処置内容
搬入、搬出路の使用中及び使用後の処

置が必要である場合

騒音、振動、地盤沈下、

地下水枯渇等の防止調査

電波障害等に起因する事

業損失防止調査

２

３

交通安全施設

近接施工

落石、雪崩、土砂崩落の

防護施設

交通誘導員の配置

３

１

２

４

有毒ガス及び酸素欠乏等

の対策
５

一般道の使用１

交通安全施設等を指定する場合

搬入経路、使用時間、使用時間帯等に

制限される施工方法

制限される作業時間帯

制限される工事用資機材の搬入経路

制限される使用期間

制限される使用時間帯

○

交通誘導警備員Ａ

8時～17時まで（8時間） 8時～17時まで（8時間）交通誘導警備員Ｂ

交通誘導警備員Ｂ

交通誘導警備員Ａ

※使用すべき建設機械の適用については工事特記仕様書による。

５
工
事
用

７ 設備工事との調整 完成時の各種検査までに、別途設備工

事の試運転調整等を完了しなければ

ならない場合

試運転調整等の適正期間の確保 設備の試運転調整等を行ううえで、支障のない状態まで完了していること

静岡県公立大学 (有)　あおい設備設計事務所 Ｒ　７/　６/１８
令和８年度　
静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

 施工条件特記仕様書 Ｍ－０３

○

○

○



建物概要表

指定なし防火地域

用途地域

地名地番

第一種中高層住居専用地域及び市街化調整区域

静岡県静岡市駿河区谷田５２－１

施設名 静岡県立大学

大学主要用途

敷地面積 186,678.000㎡

その他の指定 第１種風致地区〔市街化調整区域〕
第２種風致地区〔第１種中高層住居専用地域〕

Ｎ

本通

中島

小鹿

登呂

足久保

古庄

東千代田

至藤枝

至藤枝

至清水

水見色

新間

北

平山

駿河湾

南沼上

至清水

JR静岡駅

大原

羽鳥

池田

丸子

至焼津

至清水
西ヶ谷

富厚里

瀬名

至清水

用宗

新東名高速道路

静清ﾊﾞｲﾊﾟｽ

中田

大谷

国道1号線

東名高速道路

安西

沓谷

東新田

大岩

国道150号線

 案内図 

施工箇所：静岡市駿河区谷田地内

製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　１５００

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

　　

設計番号

配置図

M-04

案内図 Ａ１:１　　ＮＳ

Ｎ

屋外便所

グランド

クラブ棟Ａ

学生ホール

講堂

駐輪場

体育館

ゴミ置場

食品栄養科学部棟

増築

看護学部棟

芝生広場

食品栄養科学部棟薬学部棟

経営情報学部棟

食品栄養科学部２号棟

一般教育棟国際関係学部棟

共同実験室危険物
倉庫１

危険物
倉庫２

はばたき棟

図書館

　配置図　Ｓ＝１/１５００　



記号 機器名称  機器仕様 電気容量 数量 設置場所 備　　考

B-1-21  蒸気ボイラー  型　　式　　：　貫流式   電源 3φ-200Ｖ 2 B1階機械室  SQ-1000ZS

B-1-22  相当蒸発量　 :　1,000kg/h  消費電力 3.75kW  (三浦工業)

 最大使用圧力 :　0.98ＭPa

 熱出力　　　 :　1,000kg/h

 伝熱面積　　 :　4.94m2

ガス消費量 　 :　57.9m3/h

 外形寸法     :　2,305L×650W×2,335H

 ユニット質量 :　1,300kg

 付属品　　　 :　薬液装置

WU1-1  給水軟化装置  型　　式　　：　全自動型   電源 1φ-100V 2 B1階機械室  MSR-40W

 採水量　　　:　1,000kg/h  消費電力 113W  (三浦工業)

 樹脂量　 　 :　1,000kg/h

 再生食塩水量:　1,000kg/h

 外形寸法　  :　本体ユニット 460W×915D×1,670H×2台

 外形寸法　  :　塩水タンク 440φ×740H

 ユニット質量 :　メインユニット 220kg

 ユニット質量 :　サブユニット 205kg

 ユニット質量 :　塩水タンク　8kg

製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　ＮＳ

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-05

はばたき棟 ボイラー機器表(撤去)

　ボイラー機器表(撤去)　



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　３００

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

はばたき棟 地下１階平面図

M-O6

AY1

AY2

AY3

AY4

AY5

AX1

AX2

AX3

AX4

AX5

AX6 AX7 AX8 AX9 WX1

WY3

AY1A

AY1B

WY7

AX5A

１０１５

１００６

１００７

１０１９

１０１０

１００９

食堂事務室

厨房

１０１６

発電機室

１０１８

更衣室

更衣室

食品庫

電気室

機械室１

共同溝

ドライ

エリア

４

ドライ
エリア３

ドライ

エリア２

ドライ

エリア１

防災センター

食堂

１００３

倉庫１

１００１

１００２

１０１１

機械室

３

ファン室

１０１７

機械室

１００４

１００５

機械室２

１０１３

倉庫２

浴室

EV

男子トイレ
女子トイレ

給湯室

便所

１００８

作業員室

清掃

運転手控室

防災センター上部

配管室

１０１４

ドライ

エリア３

WU
11

WU
11

B
21

B
22

 地下１階平面図　Ｓ＝１/３００ 
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23
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00

8,
90
0

5,
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0

8,
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0

搬出経路を示す。

軟水器

蒸気ボイラー～2台
SAI-1000S

別紙詳細図参照



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　５０

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-07

はばたき棟 地下１階機械室下部配管詳細図

AX7 AX8

AY1B

WY7

機械室１
１０１６

WU

11

WU

11

B

21

B

22

H

1-4

T

11

WU

11

WU

11

B

21

B

22

,

 地下１階機械室下部配管詳細図　Ｓ＝１/５０ 
※ 点線配管・機器は既存を示す。実線配管・機器は撤去を示す。
　 断熱材・ラッキング共撤去

7,800 7,800

撤去

塩水タンク 撤去

薬液装置～2ｹ 撤去

1,300kg 1,300kg 205kg+220kg

外形寸法
460W×915D×1,690H

外形寸法
650W×2,305L×2,335H

外形寸法
440φ×740H

1,000L

1,000×1,000×1,500H

撤去撤去撤去

撤去 撤去 撤去 撤去

G 150A

G 200A

G G

G

G

G

GG

150

150
8080

100

G 50

80

32 32

3232

軟水 25A　+2550

3232

D

D
D

50
50

D

D 50

D 50

50

50

25

25 25

50

D

25

50

D

軟
水

 
2
5
A

原
水

 
2
5
A

 －
 

25

20 25 65 65 80

原水 25 減
圧
弁

－

25

25

25

 －
 

 －
 

25 25

軟水 25

20
20

25

25

蒸気ドレン

蒸気逃し管 65 蒸気逃し管 65

X

X

20

20

蒸気トラップ

ヘッダーから

65 65

65 65

S S

 バルブ表(B-1-21,B-1-22)
 蒸気 SV-50 　　　　　×2個 
 給水 Yスト 32 　 　　×2個 
 ドレン CV-20 　　　　×2個 

 バルブ表(WU-1-1)
 給水(原水) GV-25 　　×1個 
 給水(原水) Yスト 25  ×1個 
 給水(軟水) GV-25 　　×3個
 ドレン CV-20 　　　　×1個 

B1FB1FB1F

既存

撤去

既存

撤去

既存 撤去既存 撤去

既存

撤去

撤去

既存

既存

撤去

既存

撤去

Ａ Ａ'

Ｂ  Ｂ'

 Ｃ'

Ｃ

Ａ  Ａ' 断面参考図　Ｓ＝１/５０ Ｃ  Ｃ' 断面参考図　Ｓ＝１/５０



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　５０

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-08

はばたき棟 地下１階機械室上部配管詳細図
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 地下１階機械室上部配管詳細図　Ｓ＝１/５０ 
※ 点線配管・機器は既存を示す。実線配管・機器は撤去を示す。
　 断熱材・ラッキング共撤去
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令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-09

はばたき棟 地下１階機械室煙道詳細図
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 地下１階機械室煙道詳細図　Ｓ＝１/５０  地下１階機械室煙道断面参考図　Ｓ＝１/５０ 
※ 点線煙道は既存を示す。実線煙道は撤去を示す。
　 断熱材・ラッキング共撤去
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                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-10

はばたき棟 地下１階平面図(電気撤去)
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　地下１階平面図(電気撤去)Ｓ＝１/７５　

※ 点線配管は既存を示す。実線配管は撤去を示す。
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記　　号 名　　称 機器仕様 台数 設置場所 備　　考

蒸気ボイラー 形　　式 ： ガス焚き簡易ボイラー(多管式貫流ボイラー) 屋外仕様 1 食品栄養科学部棟
屋上

 参考品番 EB-120S

 換算蒸気量 ： 120kg/h  必要蒸気量35kg/h

 熱出力 ： 75.2kW  重量 235kg

 最高使用圧力 ： 0.69MPa  元圧力 0.35MPa以上

 ボイラー効率 ： 90%  給蒸 SGP25A接続

 伝熱面積 ： 2.22m2  食品栄養学科学部棟7階動物実験室

 保有水量 ： 20L  既存鋼製架台上に設置

 燃焼制御方式 ： ON-OFF制御方式

 給水制御方式 ： ON-OFF制御方式

 燃料消費量 ： 83.6kW 13A 7.4m3(N)/h

 電　　源 ： 1φ-100V- 0.39kW

 付属品 ： 薬液ポンプ 28ml/min, 薬注タンク 5L AC 1φ-100V  CP-X31D-VTCET-BW

 付属品 ： 軟水器 5.4m3/ｻｲｸﾙ　AC 1φ-100V  SS-1DJ

 付属品 ： リモコンスイッチ・その他一式  排気筒 120φ

蒸気ボイラー 形　　式 ： ガス焚き簡易ボイラー(多管式貫流ボイラー) 屋外仕様 1 薬学部棟
屋外ドライエリア

 参考品番 EB-350N

 換算蒸気量 ： 350kg/h  必要蒸気量(200kg/h+80kg/h)

 熱出力 ： 219kW  重量 980kg

 最高使用圧力 ： 0.98MPa  元圧力 0.3～0.65MPa

 ボイラー効率 ： 90%  給蒸 SGP32A接続

 伝熱面積 ： 4.96m2  薬学部棟地下1階動物実験センター

 保有水量 ： 66L  コンクリート基礎+鋼製架台

 燃焼制御方式 ： 三位置制御方式  (鋼製架台は亜鉛溶融メッキ)

 給水制御方式 ： ON-OFF制御方式

 燃料消費量 ： 174kW 13A 15.4m3(N)/h

 電　　源 ： 3φ-200V-1.43kW (軟水器電源1φ-100V-4W)

 付属品 ： 薬液ポンプ 28ml/min, 薬注タンク 5L AC 1φ-100V  CP-X31D-VTCET-BW

 付属品 ： 軟水器 5.4m3/ｻｲｸﾙ　AC 1φ-100V  SS-1DJ

 付属品 ： リモコンスイッチ・その他一式  排気筒 150φ

(ユニット)

(ユニット)
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（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-11

薬学部棟他 個別蒸気発生器機器表

日本サーモエナー EQS-121N/L(054-245-253)

日本サーモエナー EQS-350N/L(054-245-253)

三浦工業株式会社 SU-120

三浦工業株式会社 SU-350S

　機　器　表　

サムスン(054-288-0226 滝川さん・担当米村さん)

高圧蒸気　0.35MPa

高圧蒸気　0.35MPa
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薬学部棟 地下１階平面図
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 地下１階平面図　Ｓ＝１/１５０ ※ 点線配管は既存を示す。実線配管は改修を示す。
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令和８年度

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-13

薬学部棟 地下１階動物実験室詳細図(更新)
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 脚立足場 3.0×1.0=3.0㎡×1個所 

 地下１階動物実験室詳細図　Ｓ＝１/５０ 

薬学部棟

蒸気 SGP32A接続 (元圧力 0.35MPa)

 基礎・鋼製架台詳細図　Ｓ＝１/５０ 

 断面参考図　Ｓ＝１/５０ 

 断面参考図　Ｓ＝１/５０ 

 下部配管詳細図　Ｓ＝１/５０ 

FL±0

既存室外機 既存室外機

 既設高圧蒸気滅菌器(オートクレーブ)
 型式 ARSP-R10165165-D-FL
 蒸気消費量 200kg/hr
 外形寸法 1,995×3,400×2,365H 
 製造番号 014SSA073980
 製造日時 2014年7月
 最高使用圧力 0.25MPa

 A 給蒸気　　 　32A (SUS)　　FL-140 立上り バルブ止
 B 給水　　　 　25A (SGP-白) FL+2500 立下り バルブ止 (元圧 0.35MPa)
 以下参考
 C 排水・排蒸気 65A (SGP-白) FL-140 立上り プラグ止 (排水ピット単独配管)
 D レターン　　 20A (SGP-白) FL-140 立上り プラグ止 (蒸気主管ドレン抜き用)
 E レターン　　 20A (SGP-白) FL-140 立上り プラグ止 (外缶・内缶トラップ用)

ロータリーワッシャー
蒸気消費量 80kg/hr
蒸気 20A 0.2～0.3MPa
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静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事
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薬学部棟 地下１階平面図(電気改修)
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WX4

　電　気　凡　例

記　　号 名　　称

 電源線(3φ-200V)   EM-CE 3.5mm2×3C EM-IE2.0mm

配　　線 室外　露出

管内(VE28)

室内露出

管内(CP31)

可とう電線管

WP#28両端

 リモコン配線   EM-CEES 1.25□×2C 管内(VE16)管内(CP19) WP#17両端

 配管用ＰＢ 図　　示

 電源線(1φ-100v)   EM-CE 2.0mm2×3C 

天井内・ラック

転がし

転がし

盤　名　称　　手元開閉器L01　SUS製・屋外露出型　400×400×120

電気方式
主開閉器 回路

分岐開閉器
負荷容量 名　　称

容量 番号 (KVA) 配線・配管

手元開閉器L01

①
 ELCB3P
 50AF/20AT

1.0
 B2                                    
 EM-CE 3.5mm2×3C EM-IE2.0mm

②
 B2                                    
 EM-CE 2.0mm2×3C 

 ELCB2P
 50AF/15AT

0.1

 地下１階平面図　Ｓ＝１/１５０ ※ 天井改修部分を示す。
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4,
50
0

別紙詳細図参照

②,①

①,②

①,②

PB 150□×150～4ｹ
防水(SUS製) L-01 400□×120

防水(SUS製)

 既存盤から電源取出し
 3φ-200Vは予備ブレーカーより取出し
 1φ-100Vは予備ブレーカーより取出し

既存ラック

既存ラック

既存ラック

既存電源盤
6L-B1

コアー抜き50φ×1ヶ所

天井点検口 600□×1ヶ所

6L-B1

主幹 主幹 主幹 主幹

ヨビ

ヨビ

ヨビ

AC-3φ3W
  200

AC-1φ3W
200/100

AC-1φ3W
200/100

AC-1φ3W
200/100

 既存盤から電源取出し
 3φ-200Vは予備ブレーカー⑧より取出し
 1φ-100Vは新規ブレーカーより取出し

 既存盤6L-B1姿図　Ｓ＝１/１００ 

B1FL

3φ-200V 電源取出し

1φ-100V 電源取出し

Ｒ 手元リモコン

本数

 1

 1

1

3

EM-CEES 1.25□×2C 立下り部はメタルモール(露出部分)

 12

 1

電気室盤より 1φ-100V

電気室盤より 3φ-200V



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　３００

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

食品栄養科学部棟 ６階平面図

M-15

食品栄養科学部棟 ７階平面図 Ａ３:１　　３００

WY1

WY2

WY3

WY4

WY5

WY6

WY7

WY8

WX1 WX2 WX3

WY1

WY2

WY3

WY4

WY5

WY6

WY7

WY8

WX1 WX2 WX3

5610

5606

5605

5604

5607

5601-1

5601-2

5602

5608

5609

共同利用機器室

演習室１

ＥＰＳ室
6

ﾎｰﾙ

暗室３

薬学部棟５階へ

5612

共同利用

機器室

給湯室

男子トイレ

女子トイレ

EV PS

ガス

ボンベ ボンベ

ガス

６階平面図

成人栄養学研究室

吉　田

臨床栄養学研究室
5611

教員室

熊　谷

新井教員室

臨床栄養

5603

実習室２

微生物

培養室

臨床栄養管理学研究室

佐久間

新　井

精密機器室３

5709

5708

5706

5704

5701

5702

5703

動物実験室

5710

老化制御研究室

飼育室

動物実験

前室
洗浄室

実験室

SPF

飼育室
飼育室

2

飼育室

1

教員室

食品蛋白質工学研究室

ﾎｰﾙ

薬学部棟６階へ

飼

料

庫

PSEV

女子トイレ

男子トイレ

ガス ガス

ボンベボンベ

７階平面図

共同利用機器室

酒　井

伊　藤

酒　井

5711

教員室

5707

造形芸術研究室

立　田

演習室２

5705

共同利用機器室

守　田

太　田

演習室３

 ６階平面図　Ｓ＝１/３００  ７階平面図　Ｓ＝１/３００ 
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別紙詳細図参照



機械スペース

機械室ELV

機械室

機械室

WY1

WY2

WY3

WY4

WY5

WY6

WY7

WY8

WX1 WX2 WX3

2
0

20

2
0

既設給水管に接続20A

G

G

80 1Fより(≒28.5m)

G

G

20

B

1

CT-5-1

PAC-5R02

PAC5-4

ACP-1

ACP-2

ACP-30

ACP-30

ACP-38

PAC5-6

PAC5-9

PAC5-8

 ACP-40 

 ACP-36 

 CU-5-1

 ACP-40 

室外機

室外機

室外機

（更新済）

（更新済）

室外機

室外機

CT-5-1

ACMO-519 ACMO-521

PAC-5R01

ACMO-513

ACMO-522 ACMO-514 PAC5-3

ACMO-516

ACMO-518 ACMO-517
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設計年月日 機械設備 工事名称 図番

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-16

食品栄養科学部棟 R階平面図

食品栄養科学部棟 階高図

Ａ３:１　　２００

Ａ３:１　　２００
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G

G

G

50

50
50

50

80

50

50

既存を切断・新規配管接続替え

● ●

既存を切断・新規配管接続替え

40

40

40

※ 点線配管は既存を示す。・実線配管改修部分を示す。

重量 235kq

別紙詳細図参照

 Ｒ階平面図　Ｓ＝１/２００  階高図　Ｓ＝１/２００ 
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25tレッカー



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　５０

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-17

食品栄養科学部棟 ７階動物実験室詳細図(改修)

WY1

WY2

WX1
WX2

WX2

前室

動物実験室

SPF飼育室

飼料庫

25

SH

SH
25

Ｔ SHR
25

▽ △

SH

SH
R

25

SH
RSH

洗浄室

マウス

第２実験室

飼育室

2

遺伝子組換え

25

飼料室

CAV

 脚立足場 3.0×1.0=3.0㎡～1ヶ所 

 ７階動物実験室詳細図　Ｓ＝１/５０ 

 動物実験室断面参考図　Ｓ＝１/５０ 

5
,
6
0
0

10,000

既存高圧蒸気滅菌装置
型式 ARSP-U6710-D-MT
蒸気消費量 35kg/hr
外形寸法 920×1,850H×1,310
製造番号 
製造日時 
最高使用圧力 0.25MPa
株式会社ウドノ医機
TEL 042-642-6453

A C

B

 A 給蒸 25A SGP FL+1,150立下り バルブ止め
 B 給水 20A SGP FL+1,900立下り バルブ止め
 C 排水 50A SGP FL+100立上り プラグ止め

リモコンスイッチを示す。

S

S

 S
 

25

25

1,850

25

25

この間天井下露出配管を示す。

S

S

S

SUS

PB9mm

SV 25 (10K)

Ｒ

※ リモコン配線：EM-CEES 1.25□×2C 立下り部はメタルモール(露出部分)

3
,
6
5
0

2
,
5
0
0

3
,
6
5
0

2
,
5
0
0

7 F L

R F L

既存高圧蒸気滅菌装置

コアー抜き80φ
非破壊検査(レントゲン)

天井改修部分 1.0㎡

斜線部分の天井は撤去・改修を示す。

天井点検口 600□

※天井撤去面積は参考値とする
※脚立足場面積は参考値とする

25 露出配管を示す。

更新

既存

更新

既存

※ 点線配管は既存を示す。実線配管は更新を示す。



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　５０

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-18

食品栄養科学部棟 Ｒ階詳細図(改修)

機械室

WY1

WY2

WX2

WY3

WX3

40

B

1

B

1

B

1

,

 Ｒ階詳細図　Ｓ＝１/５０ 

1,
70
0

6,725

1,850 4,875

5,
60
0

3,
90
0

3,325

既存給水管20A

既存ガス管40A

既存加圧装置
(加湿用)

分
岐
箇
所

－

20

20

G

G

25

G

50

G

G

50

GV 20A (0.49MPa)×2個

SUS

SUS

支持金物を示す。

 S
 

S

S

支持金物を示す。

S

25

25 (順勾配)

25

 管末トラップ20A ×1個 
 SV 20    (10K)  ×3個
 Yスト 20 (10K)  ×1個

 蒸気 
 GV 25(10K)        ×1個

20

20

壁コアー抜き 100φ
非破壊検査(レーダー)

床コアー抜き 100φ
非破壊検査(レントゲン)

25

順勾配

SR

側溝へ放流

S

SR

20

25

25

Ｐ

Ｐ

開放

減圧弁15A

 ガス
 GV 25(10K)        ×1個
 FJ 25×300L(SUS製)×1個

 減圧弁装置(0.5～0.35MPa)
 減圧弁 15         ×1個
 ストレーナ 25(10K)×1個
 SV 25 (10K)       ×1個
 GV 20　(10K)      ×1個 
 安全弁 15　　　　 ×1個
 圧力計100φ　　 　×2個

620 1,360

1,
23
8

20
0

83
8

20
0

ゴム板10mm敷き

GP6mm

GP6mm

H形鋼200×200×8.0×12.0

溝形鋼 100×50×5.0×7.5

溝形鋼 100×50×5.0×7.5

GP6mm

GP6mm

溝形鋼 100×50×5.0×7.5

H形鋼 200×200×8.0×12.0

GP6mm

4-φ16

4-φ16

4-φ16

3-φ12

1,400×240×10t

 Ｂ-１架台参考図　Ｓ＝１/５０ 
 ※　溶融亜鉛メッキ仕上げ

 断面参考図　Ｓ＝１/５０ 

 下部配管詳細図　Ｓ＝１/５０ 

R
3,325

断面参考図　Ｓ＝１/５０

Ａ Ａ'

Ａ Ａ'

20 20

給水タンクオーバー・ブロー口 20A

缶体ブロー口 20A
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（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-19

食品栄養科学部棟 Ｒ階詳細図(電気更新)

WY1

WY2

WX2

WY3

WX3

機械室

B

1

　電　気　凡　例

記　　号 名　　称

 電源線(1φ-100v) 　EM-CE 2.0mm2×3C

配　　線 室外　露出

管内(VE22)

室内　露出

管内(CP25)

可とう電線管

WP#22両端

 リモコン配線 　EM-CEES 1.25□×2C 管内(VE16) 管内(CP19) WP#17両端

 配管用ＰＢ 図　　示

手元リモコン

本数

 1

 1

1

2

EM-CEES 1.25□×2C

 Ｒ階詳細図　Ｓ＝１/５０ ※　点線配管は既存を示す。実線配管は更新を示す。

6,725

1,850 4,875

5,
60
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3,
90
0

3,325

1,
70
0

設備電力：AC100V 0.36kW(ボイラ＋薬注＋ファン）

②

①

②

PB 100□×100～1ｹ
SS形(錆止塗装)

PB 100□×100～2ｹ
防水(SUS製)

防水コンセント2口に交換

① ②

コアー抜き30φ
非破壊検査(レントゲン)

コアー抜き30φ
非破壊検査(レーダー)

Ｒ 立下り部はメタルモール(露出部分)
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M-20

高圧蒸気滅菌装置 ARSP-U6710-D-MT

　参考図　
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高圧蒸気滅菌装置 ARSP-U101651656710-D-FL

食品栄養科学部棟 ７階動物実験室詳細図

　参考図　



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　１００

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-22

フローシート ARSP-U6710-D-MT

食品栄養科学部棟 ７階動物実験室詳細図

　参考図　



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　　１００

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

M-23

フローシート ARSP-U101651656710-D-FL

食品栄養科学部棟 ７階動物実験室詳細図

　参考図　



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　ＮＳ

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

薬学部棟 給湯器機器表(改修)他

M-24

薬学部棟 地下１階平面図(電気) Ａ３:１　１００

モルモット

実験前室 洗浄室

ＳＰＦ

６０１５

６００２

動物管理室
６０１６

実験室Ｂ
６０１７

実験室Ａ

６０１７－２

解剖室
６０１７－３

前室

WX1

WX2

WY12WY13WY14WY15

衛生機器表

電気容量
 記  　号 機   器   名   称  仕 　　　様 台数 設置場所 備　     考

φ V kW

GW-1 ガス給湯器  型　　式 ： 屋外壁掛式 1 100 0.135 1 屋外
地下1階洗浄室用号 数 ： 50号 （0.29）

ガ ス 消 費 量 
：

5.47kW～91.9kW（都市ガス13A）

 付 属 品

：

リモコン、リモコンケーブル、その他標準付属品一式
※ (　)内はヒーター作動時

：

：

給湯能力 5.20kW～87.3kW （比例制御）　機器からの最大出湯量 50L/分　出湯設定温度　約60℃

PG-500WS

　電　気　凡　例

記　　号 名　　称 配　　線 室外露出室内露出 可とう電線管

 リモコン配線   EM-CEES 1.25□×2C 管内(VE16)管内(CP19) WP#17両端

 電源線(1φ-100v)   EM-CE 2.0mm2×3C 管内(CP25) 管内(VE22) WP#24両端

 地下１階平面図(電気)　Ｓ＝１/１００ ※ 点線配管は既存を示す。実線配管は改修を示す。

5,600 5,600 5,600

10
,0
00

既存L-01 400□×120
防水(SUS製)

既存ラック

防水コンセントを示す。

Ｒ

1

2

コアー抜き  50φ×1個
非破壊検査(レーダー)

リモコンを示す。

Ｒ 手元リモコン

本数

 1

1

EM-CEES 1.25□×2C 立下り部はメタルモール(露出部分)

 1

2

 1



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　１００

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学給湯設備改修工事

設計番号

薬学部棟 地下1階平面図（改修）

M-25

エリア１

機械室

電気室

６０１８

６０４１

機械室

機械室

電気室

６０１９－１

６０４０

クラム

モルモット

更衣室

実験前室
洗浄室

ＳＰＦ

ドッグ

フリーザー室１

イヌ手術室１

６０１５

６００３

６００４－２

イヌ手術室
６００４－１

６００２

飼料室

マウス 飼育室

飼育室

６００７

－２

－１

マウス ６００７

動物

管理室６０１６

実験室Ｂ
６０１７

実験室Ａ
６０１７－２

解剖室 ６０１７－３

６００６

前室

WX1

WX2

WX3

WY12WY13WY14WY15WY16WY17WY18

 地下１階平面図　Ｓ＝１/１５０ ※ 点線配管は既存を示す。実線配管は改修を示す。
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既存管より分岐
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20
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25

G

G

G

G

G

G
G

G

3
2

2
5

コアー抜き  80φ×1個
非破壊検査(レーダー)

別紙詳細図参照

別紙詳細図参照

給湯将来用経路

G
80

G
80

天井補修部分を示す。

天井補修部分を示す。



製図 図名

設計年月日 機械設備 工事名称 図番

Ａ３:１　５０

（有）あおい設備設計事務所

多々良  修一

多々良   修一

あ お い 設 備 設 計 事 務 所有限会社

〒420-0061 静岡市葵区新富町6丁目8番地の1　TEL＜054＞273-3812
                                        FAX＜054＞273-3813

令和８年度　

静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

設計番号

薬学部棟 地下1階洗浄室詳細図(改修)

M-26

実験前室

動物

管理室
６０１６

実験室Ｂ
６０１７

実験室Ａ
６０１７－２

解剖室

６０１７－３

更衣室

イヌ手術室１

６００３

６００４－２

WX1

WY14WY15

WX3

WY13

WY13

WY14

,

GW

1

GW

1

用途 番号 名　　称 備　　考

給水管 JWWA K 116  水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管  SGP-VB

給湯管 JWWA G 115  水道用ステンレス鋼鋼管

ガス管 JIS G 3452  配管炭素鋼鋼管

 ステンレス鋼管継手 ハウジング継ぎ手(P-40)　SAS361同上継手  拡管式管継手ナイスジョイント

 SGP-S

 地下１階洗浄室他平面図　Ｓ＝１/５０ 
※ 点線配管は既存を示す。実線配管は改修を示す。

 配管断面図　Ｓ＝１/５０ 

 イヌ手術室１平面図　Ｓ＝１/５０ CH=2,400 +2,100下

将来工事

5,600 5,600

3,400

3,
40
0

700
H W G

H W G

混合栓水栓 水栓

混合栓 水栓

混合栓

水栓

混合栓

混合栓

混合栓

混合栓

混合栓
水栓 混合栓 水栓

32

32
－

－

－

32 30

GW-1バルブ表
給水 GV32       ～1
     FJ32×300L ～1
給湯 FJ32×300L ～1
ガス GC25       ～1
     FJ25×300L ～1

以降将来工事

80 FL+225020

20

25

25

30

25

25

20

イヌ手術室１
 BAV-20

 BAV-25 

20

 BAV-20 

 BAV-20 

 BAV-20 

(天井露出配管)

(天井露出配管)

(天井内隠蔽配管)

l

l

l

l

l

l

l 20

(天井露出配管)

廊下 給水管50Aより分岐

既存給湯管20Aに接続

既存給湯管20Aに接続

既存給湯管20Aに接続

既存給湯管25Aに接続

(天井露出配管)

l

コアー抜き  80φ×2個
非破壊検査(レーダー)

コアー抜き  80φ×4個
非破壊検査(レーダー)

G

G

25

GG
8080

80

4,
45
0

2,
40
0

1,
20
0

B1 F L

天井面

1 F L

既存ガス管より分岐

80
0

給水管保温
屋外露出　e2・ (ハ)・Ⅶ 保温筒(ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ)+粘着ﾃｰﾌﾟ+ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ+ｽﾃﾝﾚｽ鋼板　保温厚は20mm
屋内隠蔽　c2・ (ハ)・Ⅶ ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ化粧保温筒(ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ)+ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ粘着ﾃｰﾌﾟ保温厚は20mm
給湯管保温
屋外露出　e2・ (ロ)・Ⅰ 保温筒(ｸﾞﾗｽｳｰﾙ)+鉄線+ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｨﾙﾑ+ステンレス鋼板　保温厚は20mm
屋内露出　a1・ (ロ)・Ⅰ 保温筒(ｸﾞﾗｽｳｰﾙ)+鉄線+合成樹脂カバー1　保温厚は20mm



工事名称 令和８年度　静岡県立大学蒸気ボイラー設備改修工事

工事場所 静岡市駿河区谷田地内

設計年月日 令和８年７月17日

既設蒸気ボイラー1,000kg/h  ２基撤去
新設蒸気ボイラー120kg/h、350kg/h  各１基

上記に係る機械設備工事一式

数量書（参考資料）

静岡県公立大学法人



工事費内訳 1

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

機械設備工事    

1   
式

計

共通費          

  共通仮設費    

1   
式

  現場管理費    

1   
式

  一般管理費等  

1   
式

計

工事価格        

1   
式

消費税等相当額  

1   消費税率 10 ％
式

工事費          

1   
式

静岡県公立大学法人



機械設備工事　種目別内訳 2

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

蒸気ボイラー設備改修工事

1   
式

給湯設備改修工事

1   
式

計

静岡県公立大学法人



機械設備工事　科目別内訳 3

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

空気調和設備    

1   
式

電灯設備        

1   
式

ガス設備        

1   
式

内装改修        

1   
式

撤去工事        

1   
式

直接仮設        

1   
式

発生材処理      

1   
式

計

機械設備工事  科目別内訳 4

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

衛生設備        

1   
式

電灯設備        

1   
式

ガス設備        

1   
式

内装改修        

1   
式

計

給湯設備改修工事

蒸気ボイラー設備改修工事

静岡県公立大学法人



機械設備工事　中科目別内訳 5

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

空気調和設備    機器設備        

1   
式

空気調和設備    配管設備        

1   
式

計

電灯設備        電灯分岐        

1   
式

計

ガス設備        都市ガス設備（薬学部棟）

1   
式

ガス設備        都市ガス設備（食品学部棟）

1   
式

計

内装改修        改修            

1   
式

計

撤去工事        機器設備        

1   
式

撤去工事        配管            

1   
式

撤去工事        煙道            

1   
式

撤去工事        電気            

1   
式

撤去工事        都市ガス        

1   
式

機械設備工事  中科目別内訳 6

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　  　　　考

計

直接仮設        

1   
式

計

発生材処理      

1   
式

計

蒸気ボイラー設備改修工事

蒸気ボイラー設備改修工事

静岡県公立大学法人



機械設備工事　中科目別内訳 7

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

衛生設備        機器設備        

1   
式

衛生設備        配管設備        

1   
式

計

電灯設備        電灯分岐        

1   
式

計

ガス設備        都市ガス設備    

1   
式

計

内装改修        改修            

1   
式

計

給湯設備改修工事

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 8

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾎﾞｲﾗｰ           ﾕﾆｯﾄ型 屋外仕様                 
B-1             120kg/h                         1   

台
ﾎﾞｲﾗｰ           ﾕﾆｯﾄ型 屋外仕様                 
B-2             350kg/h                         1   

台
搬入費          

1   
式

鋼製架台        1700Lx2本                       
1   

組
鋼製架台        1238x1980                       

1   
組

ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎      400x300x300H                    
1   

組
計

機械設備工事  細目別内訳 9

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

蒸気・一般配管用 溶接接合       屋内一般         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修  20SU                           7   

ｍ
蒸気・一般配管用 溶接接合       屋内一般         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修  25SU                           16   

ｍ
蒸気・一般配管用 溶接接合       屋内一般         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修  40SU                           8   

ｍ
蒸気・一般配管用 溶接接合       屋内一般         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修  50SU                           2   

ｍ
蒸気・一般配管用 溶接接合       屋外架空・暗渠   
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修  20SU                           8   

ｍ
蒸気・一般配管用 溶接接合       屋外架空・暗渠   
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修  25SU                           15   

ｍ
蒸気・一般配管用 溶接接合       屋外架空・暗渠   
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修  50SU                           9   

ｍ
給水・塩ﾋﾞ      ねじ接合        屋内一般        
ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管       20A                            4   
(SGP-VB)改修    ｍ
給水・塩ﾋﾞ      ねじ接合        屋外架空・暗渠  
ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管       20A                            9   
(SGP-VB)改修    ｍ
排水・硬質ﾎﾟﾘ   屋外架空・暗渠  25A             
塩化ﾋﾞﾆﾙ管      3   
(VP)改修        ｍ
青銅仕切弁      10K(ねじ)  20A                  

5   
個

青銅仕切弁      10K(ねじ)  25A                  
1   

個
一般配管用      10K(ねじ)   20A(内ねじ)         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼仕切弁   6   

個
一般配管用      10K(ねじ)   25A(内ねじ)         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼仕切弁   2   

個
一般配管用      10K(ねじ)   32A(内ねじ)         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼仕切弁   1   

個

蒸気ボイラー設備改修工事 空気調和設備 機器設備

蒸気ボイラー設備改修工事 空気調和設備 配管設備

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 10

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

一般配管用      10K(ねじ)   40A(内ねじ)         
ｽﾃﾝﾚｽ鋼仕切弁   1   

個
Y形ｽﾄﾚｰﾅ        10K  20A                        

2   
個

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ   ﾍﾞﾛｰｽﾞ形      20A               
1   

個
管末ﾄﾗｯﾌﾟ        20A                            

2   
個

蒸気用減圧装置   25×15                         
1   

組
蒸気用減圧弁     50×32                         

1   
組

給水配管分岐    鋼管 20A 保温有                 
屋内一般                        1   

か所
給水配管分岐    鋼管 20A 保温有                 

屋外架空                        1   
か所

手はつり        鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ  200㎜程度   75mm    
(配管貫通口)    4   

か所
手はつり        鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ  200㎜程度  100mm    
(配管貫通口)    1   

か所
鉄筋探査        別紙 00-0001

1   
式

計

機械設備工事  細目別内訳 11

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

室外電源        

開閉器箱        ELCB3P  50AF× 1個              
(屋外形)        ELCB3P  50AF× 1個              1   

個
EM-CEｹｰﾌﾞﾙ        2mm2- 3C 管内                 

46   
ｍ

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ        2mm2- 3C ﾋﾟｯﾄ・天井           
37   

ｍ
EM-CEｹｰﾌﾞﾙ      3.5mm2- 3C 管内                 

37   
ｍ

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ      3.5mm2- 3C ﾋﾟｯﾄ・天井           
37   

ｍ
600V耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚ 2.0㎜                           
ﾝ絶縁電線(EM-IE) 83   

ｍ
薄鋼電線管      隠ぺい・埋込配管 25㎜           
(C)             4   

ｍ
薄鋼電線管      隠ぺい・埋込配管 31㎜           
(C)             4   

ｍ
硬質ﾋﾞﾆﾙ電線管  露出配管         22㎜           
(VE)            5   

ｍ
硬質ﾋﾞﾆﾙ電線管  露出配管         28㎜           
(VE)            16   

ｍ
金属製           (24) ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ用等             
可とう電線管(F) 2   
(ﾋﾞﾆﾙ被覆有)    ｍ
金属製           (30) ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ用等             
可とう電線管(F) 2   
(ﾋﾞﾆﾙ被覆有)    ｍ
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽSS形    100□×100H                     
防水(SUS)       2   

個
ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽSS形    150□×150H                     
防水(SUS)       4   

個

蒸気ボイラー設備改修工事 空気調和設備 配管設備

蒸気ボイラー設備改修工事 電灯設備 電灯分岐

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 12

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽSS形    100□×100H                     
(錆止め塗装)    1   

個
機械はつり(ﾀﾞｲﾔﾓ 200mm程度   50mm                
ﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる   1   
配管用貫通口)   か所
ｺﾝｾﾝﾄ(防雨形)   2P15A×2                        

(抜止め 接地極×2 接地端子付)   1   
125V                            個

EM-CEE-Sｹｰﾌﾞﾙ   1.25mm2-  2C                    
管内                            22   

ｍ
EM-CEE-Sｹｰﾌﾞﾙ   1.25mm2-  2C                    

ﾋﾟｯﾄ・天井                      6   
ｍ

1種金属線ぴ(MM1) A型(25.4㎜)                     
4   

ｍ
薄鋼電線管      隠ぺい・埋込配管 19㎜           
(C)             1   

ｍ
硬質ﾋﾞﾆﾙ電線管  露出配管         16㎜           
(VE)            12   

ｍ
金属製           (17) ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ用等             
可とう電線管(F) 1   
(ﾋﾞﾆﾙ被覆有)    ｍ
機械はつり(ﾀﾞｲﾔﾓ 200mm程度   30mm                
ﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる   1   
配管用貫通口)   か所
鉄筋探査        別紙 00-0002

1   
式

計

機械設備工事  細目別内訳 13

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

薬学部棟        

ｶﾞｽ管           白 50A                          
2   

ｍ
ｶﾞｽ管           白 80A                          

21   
ｍ

ｶﾞｽ管           白 100A                         
2   

ｍ
ﾎﾞｰﾙﾊﾞﾙﾌﾞ       露出用 80A                      

1   
個

ﾎﾞｰﾙﾊﾞﾙﾌﾞ       器具用 50A                      
1   

個
金属ﾌﾚｷ         50A                             

1   
個

Y型ｽﾄﾚｰﾅ        50A                             
1   

個
消耗品費        

1   
式

運搬費          
1   

式
配管費          白 50A                          

2   
ｍ

配管費          白 80A                          
21   

ｍ
配管費          白 100A                         

2   
ｍ

溶接配管工      
1   

式
ﾊﾞﾙﾌﾞ取付       ねじ                            

1   
か所

蒸気ボイラー設備改修工事 電灯設備 電灯分岐

蒸気ボイラー設備改修工事 ガス設備 都市ガス設備（薬学部棟）

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 14

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾊﾞﾙﾌﾞ取付       ﾌﾗﾝｼﾞ                           
1   

か所
貫通部鉄筋探査  

1   
式

壁貫通補修      ｺｱ抜き                          
1   

式
ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ連絡     

1   
個

配管支持架台    
10   

個
溶接配管手元工  

1   
式

既設管分岐取出し 100A                            
1   

式
ﾊﾟｰｼﾞ作業       

1   
式

足場仮設費      
1   

式
配管塗装        

1   
式

ｽﾄﾚｰﾅ取付       
1   

個
養生費          

1   
式

安全対策費      
1   

式
現場管理費      

1   
式

諸経費          
1   

式

機械設備工事  細目別内訳 15

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

端数処理        
1   

式
計

蒸気ボイラー設備改修工事 ガス設備 都市ガス設備（薬学部棟）

蒸気ボイラー設備改修工事 ガス設備 都市ガス設備（薬学部棟）

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 16

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

食品栄養科学部棟

ｶﾞｽ管           白 25A                          
2   

ｍ
ｶﾞｽ管           白 50A                          

62   
ｍ

ﾎﾞｰﾙﾊﾞﾙﾌﾞ       器具用 25A                      
1   

個
分岐ｶﾞｽ栓       40A                             

1   
個

分岐ｶﾞｽ栓       50A                             
2   

個
耐火ｿｹｯﾄ        50A                             

3   
個

金属ﾌﾚｷ         25A                             
1   

個
Y型ｽﾄﾚｰﾅ        25A                             

1   
個

消耗品費        
1   

式
運搬費          

1   
式

配管費          白 25A                          
2   

ｍ
配管費          白 50A                          

62   
ｍ

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙ連絡     
1   

個
ﾊﾞﾙﾌﾞ取付       ねじ                            

4   
か所

機械設備工事  細目別内訳 17

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

既設管切断連絡  
3   

か所
SUS製配管支持   25mm                            
架台取付        26   

か所
SUS製配管支持   80mm                            
架台取付        26   

か所
配管支持ﾌﾞﾛｯｸ   

26   
個

ﾊﾟｰｼﾞ作業       
1   

式
配管塗装        

1   
式

ｽﾄﾚｰﾅ取付       
1   

個
現場管理費      

1   
式

諸経費          
1   

式
端数処理        

1   
式

計

蒸気ボイラー設備改修工事 ガス設備 都市ガス設備（食品学部棟）

蒸気ボイラー設備改修工事 ガス設備 都市ガス設備（食品学部棟）

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 18

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

天井点検口      一般ﾀｲﾌﾟ ｱﾙﾐ製 内外枠共額縁     
600角                           2   

か所
天井　化粧      厚 9.5   準不燃 ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ         
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ   突付け                          4   
張り(GB-D)      ㎡
軽量鉄骨天井下地 19形(屋内) ふところ1.5ｍ未満    

下地張りあり @360 ｲﾝｻｰﾄ含む     4   
㎡

計

機械設備工事  細目別内訳 19

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾎﾞｲﾗｰ取外       
2   

基
軟水装置取外    

2   
基

塩水ﾀﾝｸ取外     
1   

台
薬液装置取外    

2   
台

機器搬出処分費  別紙 00-0003
1   

式
計

蒸気ボイラー設備改修工事 内装改修 改修

蒸気ボイラー設備改修工事 撤去工事 機器設備

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 20

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

原水配管        25A                             
撤去            10   

ｍ
軟水配管        20A                             
撤去            3   

ｍ
軟水配管        25A                             
撤去            18   

ｍ
ﾎﾞｲﾗｰ給水配管   32A                             
撤去            8   

ｍ
ﾄﾞﾚﾝ配管        25A                             
撤去            13   

ｍ
ﾄﾞﾚﾝ配管        50A                             
撤去            6   

ｍ
蒸気配管        65A                             
撤去            8   

ｍ
蒸気逃し配管    65A                             
撤去            7   

ｍ
ﾌﾗﾝｼﾞﾊﾟｯｷﾝ撤去  別紙 00-0004

1   
式

計

機械設備工事  細目別内訳 21

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

煙道撤去        300φ                           
6   

ｍ
煙道断熱撤去    

6   
ｍ

煙道端部閉塞    
1   

式
計

蒸気ボイラー設備改修工事 撤去工事 配管

蒸気ボイラー設備改修工事 撤去工事 煙道

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 22

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

CPEVｹｰﾌﾞﾙ       0.9 ㎜-   3P                    
撤去            管内                            19   

ｍ
MVVSｹｰﾌﾞﾙ       0.75mm2- 3C 管内                
撤去            21   

ｍ
MVVSｹｰﾌﾞﾙ       0.75mm2- 3C 管内                
撤去            16   

ｍ
ねじなし電線管  隠ぺい・埋込配管 19㎜           
(E)             27   
撤去            ｍ
ねじなし電線管  隠ぺい・埋込配管 25㎜           
(E)             3   
撤去            ｍ

計

機械設備工事  細目別内訳 23

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

既設管切り離し  
1   

式
パージ作業      N2 中間圧                       

1   
式

切断・閉塞作業  
1   

式
手元工          

1   
式

現場管理費      
1   

式
諸経費          

1   
式

端数処理        
1   

式
計

蒸気ボイラー設備改修工事 撤去工事 電気

蒸気ボイラー設備改修工事 撤去工事 都市ガス

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 24

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

改修工事        

内部仕上足場    脚立足場                        
6   

㎡
養生            小規模 -                        

-                               40   
㎡

整理清掃        小規模 -                        
後片付け        -                               40   

㎡
撤去工事        

楊重機械        25tR                            
1   

台
荷役機械        

1   
式

切断･吊具･荷揚  
工具損料        1   

式
ｱｽﾍﾞｽﾄ梱包資材  

1   
式

資機材運搬費    
1   

式
計

機械設備工事  細目別内訳 25

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

混合廃棄物      運搬                            
1   

式
ｸﾞﾗｽｳｰﾙ         運搬                            

1   
式

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ       運搬                            
1   

式
金属くず        運搬                            

1   
式

ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材  運搬                            
1   

式
混合廃棄物      処分                            

1   
ｍ3

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ         処分                            
1   

式
廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ       処分                            

1   
式

金属くず        処分                            
1   

式
ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材  処分                            

1   
式

計

蒸気ボイラー設備改修工事 直接仮設

蒸気ボイラー設備改修工事 発生材処理

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 26

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ｶﾞｽ給湯器       50号                            
GW-1            1   

台
ｶﾞｽ給湯器設置費 GW-1                            

1   
台

計

機械設備工事  細目別内訳 27

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

給水・塩ﾋﾞ      ねじ接合        屋内一般        
ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管       32A                            14   
(SGP-VB)改修    ｍ
給水・塩ﾋﾞ      ねじ接合        屋外架空・暗渠  
ﾗｲﾆﾝｸﾞ鋼管       32A                            5   
(SGP-VB)改修    ｍ
給水管 保温     ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝ                         

天井内,ﾊﾟｲﾌﾟｼｬﾌﾄ内 ｱﾙﾐｶﾞﾗｽｸﾛｽ   14   
 32A                            ｍ

給水管 保温     ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝ                         
屋外露出,浴室 ｽﾃﾝﾚｽ鋼板         5   
 32A                            ｍ

仕切弁           5K(ねじ･給水用) 32A            
(管端防食ｺｱ)    2   

個
ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ   ﾍﾞﾛｰｽﾞ形      32A               

1   
個

配管切断        配管切断  32A 保温有            
(鋼管類)        1   

か所
給湯・一般配管用 圧縮・ﾌﾟﾚｽ接合                  
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修 屋内一般        20SU            19   

ｍ
給湯・一般配管用 圧縮・ﾌﾟﾚｽ接合                  
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修 屋内一般        25SU            13   

ｍ
給湯・一般配管用 圧縮・ﾌﾟﾚｽ接合                  
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修 屋内一般        30SU            1   

ｍ
給湯・一般配管用 圧縮・ﾌﾟﾚｽ接合                  
ｽﾃﾝﾚｽ鋼鋼管 改修 屋外架空・暗渠  30SU            3   

ｍ
給湯管 保温     ｸﾞﾗｽｳｰﾙ                         

屋内露出 合成樹脂製ｶﾊﾞｰ1        19   
 20A                            ｍ

給湯管 保温     ｸﾞﾗｽｳｰﾙ                         
屋内露出 合成樹脂製ｶﾊﾞｰ1        13   
 25A                            ｍ

給湯管 保温     ｸﾞﾗｽｳｰﾙ                         
屋内露出 合成樹脂製ｶﾊﾞｰ1        1   
 32A                            ｍ

給湯管 保温     ｸﾞﾗｽｳｰﾙ                         
屋外露出,浴室 ｽﾃﾝﾚｽ鋼板         3   
 32A                            ｍ

給湯設備改修工事 衛生設備 機器設備

給湯設備改修工事 衛生設備 配管設備

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 28

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾎﾞｰﾙ弁          10K(ねじ･給湯用) 20A            
(管端防食ｺｱ)    4   

個
ﾎﾞｰﾙ弁          10K(ねじ･給湯用) 25A            
(管端防食ｺｱ)    1   

個
ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ   ﾍﾞﾛｰｽﾞ形      32A               

1   
個

手はつり        鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ  200㎜程度   75mm    
(配管貫通口)    7   

か所
鉄筋探査費用(基 電磁波ﾚｰﾀﾞｰ方式                 
本料金)         1   

式
鉄筋探査費用    電磁波ﾚｰﾀﾞｰ方式                 
(1箇所調査費用) 7   

か所
計

機械設備工事  細目別内訳 29

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾘﾓｺﾝ            

ﾘﾓｺﾝ            
1   

個
EM-CEE-Sｹｰﾌﾞﾙ   1.25mm2-  2C                    

管内                            6   
ｍ

1種金属線ぴ(MM1) A型(25.4㎜)                     
2   

ｍ
薄鋼電線管      露出配管(塗装有) 25㎜           
(C)             2   

ｍ
金属製           (24) ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ用等             
可とう電線管(F) 2   
(ﾋﾞﾆﾙ被覆有)    ｍ
室外電源        

EM-CEｹｰﾌﾞﾙ        2mm2- 3C 管内                 
5   

ｍ
硬質ﾋﾞﾆﾙ電線管  露出配管         16㎜           
(VE)            4   

ｍ
金属製           (17) ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝ用等             
可とう電線管(F) 1   
(ﾋﾞﾆﾙ被覆有)    ｍ
ｺﾝｾﾝﾄ(防雨形)   2P15A×2                        

(抜止め 接地極×2 接地端子付)   1   
125V                            個

機械はつり(ﾀﾞｲﾔﾓ 200mm程度   50mm                
ﾝﾄﾞｶｯﾀｰによる   1   
配管用貫通口)   か所
鉄筋探査費用    電磁波ﾚｰﾀﾞｰ方式                 
(1箇所調査費用) 1   

か所
計

給湯設備改修工事 衛生設備 配管設備

給湯設備改修工事 電灯設備 電灯分岐

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 30

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

薬学部棟        

ｶﾞｽ管           白 25A                          
1   

ｍ
ｶﾞｽ管           白 32A                          

3   
ｍ

ｶﾞｽ管           白 50A                          
1   

ｍ
ｶﾞｽｺｯｸ          25A                             

1   
個

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ   25A                             
1   

個
分岐ｶﾞｽ栓       50A                             

1   
個

消耗品費        
1   

式
運搬費          

1   
式

配管費          白 25A                          
0.5 

ｍ
配管費          白 32A                          

3   
ｍ

配管費          白 50A                          
1   

ｍ
配管費          白 80A                          

0.5 
ｍ

消耗品費        
1   

式
運搬費          

1   
式

機械設備工事  細目別内訳 31

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾊﾞﾙﾌﾞ取付 ﾈｼﾞ   
2   

か所
支持金物取付費  

1   
か所

金属ﾌﾚｷ接続工費 
1   

か所
高所作業費      

1   
式

足場仮設費      
1   

式
既設管分岐      
取出し工費      1   

式
配管塗装工費    

1   
式

現場管理費      
1   

式
諸経費          

1   
式

端数処理費      
1   

式
計

給湯設備改修工事 ガス設備 都市ガス設備

給湯設備改修工事 ガス設備 都市ガス設備

静岡県公立大学法人



機械設備工事　細目別内訳 32

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

天井　化粧      厚 9.5   準不燃 ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ         
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ   突付け                          2   
張り(GB-D)      ㎡
軽量鉄骨天井下地 19形(屋内) ふところ1.5ｍ未満    

下地張りあり @360 ｲﾝｻｰﾄ含む     2   
㎡

計

給湯設備改修工事 内装改修 改修

静岡県公立大学法人



機械設備工事　別紙明細 33

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

鉄筋探査        別紙 00-0001
1   

式
鉄筋探査費用(基 X線方式                         
本料金)         1   

式
鉄筋探査費用    X線方式                         
(1箇所調査費用) 3   

か所
鉄筋探査費用(基 電磁波ﾚｰﾀﾞｰ方式                 
本料金)         1   

式
鉄筋探査費用    電磁波ﾚｰﾀﾞｰ方式                 
(1箇所調査費用) 1   

か所
計

機械設備工事　別紙明細 34

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

鉄筋探査        別紙 00-0002
1   

式
鉄筋探査費用    X線方式                         
(1箇所調査費用) 1   

か所
鉄筋探査費用    電磁波ﾚｰﾀﾞｰ方式                 
(1箇所調査費用) 1   

か所
計

蒸気ボイラー設備改修工事 空気調和設備 配管設備

蒸気ボイラー設備改修工事 電灯設備 電灯分岐

静岡県公立大学法人



機械設備工事　別紙明細 35

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

機器搬出処分費  別紙 00-0003
1   

式
ﾎﾞｲﾗｰ撤去･積込  

2   
台

軟水装置        
撤去･積込       1   

台
塩水ﾀﾝｸ撤去･積込

1   
台

薬液装置        
撤去･積込       1   

台
計

機械設備工事　別紙明細 36

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾌﾗﾝｼﾞﾊﾟｯｷﾝ撤去  別紙 00-0004
1   

式
ﾎﾞｲﾗｰﾌﾗﾝｼﾞﾊﾟｯｷﾝ 
撤去            20   

個
軟水装置ﾌﾗﾝｼﾞ   
ﾊﾟｯｷﾝ撤去       5   

個
ﾀﾝｸﾌﾗﾝｼﾞﾊﾟｯｷﾝ   
撤去            2   

個
ﾍｯﾀﾞｰﾌﾗﾝｼﾞﾊﾟｯｷﾝ 
撤去            4   

個
同上廃材梱包    

1   
式

計

蒸気ボイラー設備改修工事 撤去工事 機器設備

蒸気ボイラー設備改修工事 撤去工事 配管

静岡県公立大学法人
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静岡県建設工事請負契約約款

（令和８年４月最終改正）

（総則）

第１条 発注者及び受注者は、契約書記載の工事の請負契約に関し、契約書に定めるもののほか、この約款

に基づき、別冊の仕様書、設計書（「公共建築工事標準仕様書」、「公共建築改修工事標準仕様書」、

「建築物解体工事共通仕様書」、「公共建築木造工事標準仕様書」及び「公共住宅建設工事共通仕様書」

を適用する建築工事及び建築設備工事は除く、以下同じ。）及び図面（現場説明書及び現場説明に対する

質問回答書を含む。以下これらの仕様書、設計書及び図面を「設計図書」という｡)に従い、日本国の法令

を遵守し、この契約（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ｡)を履行しな

ければならない。

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に引き渡すものと

し、発注者は、その請負代金を支払うものとする。

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方法等」という。)に

ついては、この約款及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受注者がその責任において定める。

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければならない。

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。

７ この約款に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の定めがある場合

を除き、計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治

32年法律第48号）の定めるところによるものとする。

10 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。

11 この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づくすべての行為を共同

企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべての行

為は、当該企業体のすべての構成員に対して行ったものとみなし、また、受注者は、発注者に対して行う

この契約に基づくすべての行為について当該代表者を通じて行わなければならない。

13 この契約に要する費用は、受注者の負担とする。

（関連工事の調整）

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工事が施工上密接

に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整を行うものとする。この場合におい

ては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。

（工程表、請負代金内訳書及び工事工程月報）

第３条 受注者は、この契約締結後10日以内に、設計図書に基づいて工程表を作成し、発注者に提出しなけ

ればならない。

２ 発注者は、工程表につき直ちにその内容を審査し、不適当と認めたときは、受注者に訂正を求めるもの

とする。

３ 受注者は、工期が１月を超える工事については、工程表に基づいて、工事工程月報を提出しなければな
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らない。

４ 受注者は、発注者から請求があった場合においては、この契約締結後10日以内に、設計図書に基づいて

請負代金内訳書を作成し、発注者に提出しなければならない。

５ 請負代金内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものとする。

（契約の保証）

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。

ただし、１件の請負代金額が300万円未満の建設工事及び発注者からの出動要請に基づく災害応急対策又は

災害復旧に関する工事にかかる請負契約については、この限りでない。また、第６号の場合においては、

履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなけれ ばならない。

(1) 契約保証金の納付

(2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券の提供

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発注者が確実と認める金

融機関の保証

(4) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する保証事業会社（公共工事の前払金

保証事業に関する法律（昭和27年法律第1 8 4号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同

じ｡)の保証（契約保証特約を付したものに限る｡)

(5) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証

(6) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項において「保証の額」という｡)は、

請負代金額の10分の１（低入札価格調査（予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者

の当該申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがある

と認められる場合に行われる調査をいう。以下同じ。）を受けて落札者となった受注者と締結する請負契約

に係る保証の額にあっては10分の３）以上としなければならない。

３ 受注者が第１項第３号から第６号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保証は第46条の２第

３項各号に規定する者による契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。

４ 第１項の規定により、受注者が同項第２号から第４号までに掲げる保証を付したときは、当該保証は契

約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第５号又は第６号に掲げる保証を付したとき

は、契約保証金の納付を免除する。

５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の10分の１（低入札価格調査を受

けて落札者となった受注者と締結した請負契約に係る保証の額にあっては、変更後の請負代金額の10分の

３）に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の減額を請求

することができる。

６ 受注者は、第１項の規定による保険証券の寄託に代えて、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。以下同じ｡)であって、当該履行保証保険契約の相手方

が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保険証券の寄託

をしたものとみなす。

（権利義務の譲渡等）

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。た

だし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。
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２ 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ｡)のうち第13条第２項の規定による検査

に合格したもの及び第37条第３項の規定による部分払のための確認を受けたもの並びに工事仮設物を第三

者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者

の承諾を得た場合は、この限りでない。

（一括委任又は一括下請負の禁止）

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作

物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。

（暴力団関係業者による下請負の禁止等）

第６条の２ 受注者は、第43条の２第10号アからオまでのいずれかに該当する者（以下「暴力団関係業者」と

いう。）を下請負人としてはならない。

２ 受注者は、その請け負った建設工事に係る全ての下請負人に、暴力団関係業者と当該建設工事に係る下

請契約を締結させてはならない。

３ 受注者が、第１項の規定に違反して暴力団関係業者を下請負人とした場合又は前項の規定に違反して下

請負人に暴力団関係業者と当該建設工事に係る下請契約を締結させた場合は、発注者は、受注者に対し

て、当該契約の解除（受注者が当該契約の当事者でない場合において、受注者が当該契約の当事者に対し

て当該契約の解除を求めることを含む。以下この条において同じ。）を求めることができる。

４ 前項の規定により発注者が受注者に対して当該契約の解除を求めたことによって生じる受注者の損害及

び同項の規定により下請契約が解除されたことによって生じる下請契約の当事者の損害については、受注

者が一切の責任を負うものとする。

（下請負人）

第７条 受注者は、下請契約を締結する場合には、当該契約の相手方を静岡県内に建設業法（昭和24年法律第

100号）に規定する主たる営業所を有する者の中から選定するよう努めなければならない。ただし、「地方

公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第372号）第３条第１項に基

づき告示された「特定役務のうち建設工事の調達契約」に係る特例政令の適用基準額以上の工事について

は、本項は適用しない。

２ 発注者は、第６条の規定による請負の禁止に違反する疑いがあると認めるときは、下請契約を締結した

受注者に対し、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求することができる。

（下請負人の社会保険等加入義務等）

第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法第２条第３

項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」と

いう。）を下請負人としてはならない。

(1) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務

(2) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務

(3) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分に応じて、当該各号に定め

る場合は、社会保険等未加入建設業者を下請負人とすることができる。

(1) 受注者と直接下請契約を締結する下請負人

当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場合その他の特別

の事情があると発注者が認める場合において、受注者が発注者の指定する期間内に当該社会保険等未
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加入建設業者が前項各号に掲げる届出の義務を履行し、当該事実を確認することのできる書類(以下

「確認書類」という。)を発注者に提出したとき

(2) 前号に掲げる下請負人以外の下請負人

次のいずれかに該当する場合

ア 受注者が、当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としていると発注者が認め、その旨を通

知した日から30日（発注者が、受注者において確認書類を当該期間内に提出することができない

相当の理由があると認め、当該期間を延長したときは、その延長後の期間）以内に確認書類を発

注者に提出した場合

イ 前号に定める特別の事情があると発注者が認める場合

３ 受注者は、次の各号に掲げる場合は、発注者の請求に基づき、違約罰（制裁金）として、当該各

号に定める額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

(1) 社会保険等未加入建設業者が前項第１号に掲げる下請負人である場合において、同号に定める

特別の事情があると認められなかったとき又は同号に定める特別な事情があると認められたにもか

かわらず、同号に定める期間内に確認書類が提出されなかったとき 受注者が当該社会保険等未加

入建設業者と締結した下請契約の最終の請負代金額の10分の１に相当する額

(2) 社会保険等未加入建設業者が前項第２号に掲げる下請負人である場合において、受注者が同号

アに定める期間内に確認書類を提出せず、かつ、同号イに定める特別の事情があると認められな

かったとき 当該社会保険等未加入建設業者がその注文者と締結した下請契約の最終の請負代金額

の100分の５に相当する額

（特許権等の使用）

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の

権利（以下「特許権等」という｡)の対象となっている工事材料、施工方法等を使用するときは、その使用

に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した

場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかっ

たときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。

（監督員）

第９条 発注者は、監督員を定めたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。監督員を変更し

たときも同様とする。

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもののほか、設計図書に定めるところにより、次に掲げる権限

を有する。

(1) この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は協議

(2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成した詳細図等の承諾

(3) 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験若しくは検査（確

認を含む｡)

３ 発注者は、２人以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあっては、それぞれの監督員の有

する権限の内容を、受注者に通知しなければならない。

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければならない。

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定めるものを

除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって発注者に到
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達したものとみなす。

（現場代理人及び主任技術者等）

第10条 受注者は、次の各号に掲げるものを定めて工事現場に設置し、設計図書に定めるところにより、そ

の氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者を変更したときも同様とする。

(1) 現場代理人

(2) 主任技術者（建設業法第26条第１項に規定する主任技術者をいう。以下同じ｡)又は監理技術者（建設

業法第26条第２項に規定する監理技術者をいう。以下同じ｡)

(3) 監理技術者補佐（建設業法第26条第３項第２号に規定する者をいう。以下同じ｡)

(4) 専門技術者（建設業法第26条の２に規定する建設工事の施工の技術上の管理をつかさどるものをいう。

以下同じ｡)

２ 主任技術者又は監理技術者は、工事が建設業法第26条第３項本文の規定に該当する場合は、専任の者で

なければならない。この場合において、当該工事が同法第26条第２項の規定にも該当する場合には、当

該専任の監理技術者は、監理技術者資格者証の交付を受けた者でなければならない。

３ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行わなければならない。

ただし、特に常駐する必要がないと発注者が認めたときは、この限りでない。

４ 現場代理人は、請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領、第12条第１項の請求の受理、同条第３項

の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の受理並びにこの契約の解除に係る権限を除き、

この契約に基づく受注者の一切の権限を行使することができる。

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せず自ら行使しようと

するものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しなければならない。

６ 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。以下同じ｡)及び専門

技術者は、これを兼ねることができる。

７ 低入札価格調査を受けて落札者となった受注者については、前項の規定は適用しない。

（履行報告）

第11条 受注者は、工事記録簿に必要な事項を記録し、監督員が請求したときは提示しなければならない。

２ 受注者は、前項の規定によるほか、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に

報告しなければならない。

（工事関係者に関する措置請求）

第12条 発注者は、現場代理人がその職務（監理技術者等又は専門技術者と兼任する現場代理人にあっては、

それらの者の職務を含む｡)の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、その理由を

明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。

２ 発注者又は監督員は、監理技術者等又は専門技術者（これらの者と現場代理人を兼任する者を除く｡)そ

の他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく

不適当と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を

とるべきことを請求することができる。

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結果を

請求を受けた日から10日以内に発注者に通知しなければならない。

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に対して、その理

由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。
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５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結果を請

求を受けた日から10日以内に受注者に通知しなければならない。

（工事材料の品質及び検査等）

第13条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品質が明示されてい

ない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。

２ 受注者は、設計図書において監督員の検査又は発注者の指定する検査（確認を含む。以下この条におい

て同じ｡)を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格したものを使用しな

ければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、受注者の負担とする。

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日以内に応じ、又は所要

の措置をとらなければならない。

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外に搬出してはならな

い。

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事材料については、当

該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければならない。

（監督員の立会い及び工事記録の整備等）

第14条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合について見本検査を受けるもの

と指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又は当該見本検査に合格したものを使用

しなければならない。

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定された工事については、当該立会

いを受けて施工しなければならない。

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書において見本又は工事写

真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事の施工をするときは、設計図書に定める

ところにより、当該見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当該請求を受け

た日から７日以内に提出しなければならない。

４ 監督員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、当該請求を受けた

日から７日以内に応じなければならない。

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じないため、その後の工程

に支障をきたすときは、受注者は、監督員に通知した上、当該立会い又は見本検査を受けることなく、工

事材料を調合して使用し、又は工事を施工することができる。この場合において、受注者は、当該工事材

料の調合又は当該工事の施工を適切に行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の

請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記録の整備に直接要

する費用は、受注者の負担とする。

（支給材料及び貸与品）

第15条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という｡)及び貸与する建設機械器具（以下

「貸与品」という｡)の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定めると

ころによる。

２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注者の負担において、

当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合において、当該検査の結果、その品名、数
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量、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注

者は、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、発注者に受領書

又は借用書を提出しなければならない。

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に種類、品質又は数量に

関しこの契約の内容に適合しないこと（第２項の規定による検査により発見することが困難であったもの

に限る。）などがあり使用に適当でないと認めたときは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならな

い。

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、必要があると認め

られるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若しくは貸与品を引き渡し、支給材料

若しくは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明示した書面によ

り、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受注者に請求しなければならない。

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の品名、数量、品

質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができる。

７ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって不用となった支給

材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくは毀損し、又はその返還が不可能となっ

たときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害

を賠償しなければならない。

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、監督員の指示に従わ

なければならない。

（工事用地の確保等）

第16条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地（以下「工事用地

等」という｡)を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別の定めがあるときは、その定められ

た日）までに確保しなければならない。

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該工事用地等に受

注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこ

れらの物件を含む。)があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、

取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は工事用地等

の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等

の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若

しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに

要した費用を負担しなければならない。

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定
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める。

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊 検査等）

第17条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員がその改造を請求したと

きは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該不適合が監督員の指示によるときその

他発注者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは

請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

２ 監督員は、受注者が第13条第２項又は第14条第１項から第３項までの規定に違反した場合において、必

要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査することができる。

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められる相当の理由があ

る場合において、必要があると認められるときは、当該相当の理由を受注者に通知して、工事の施工部分

を最小限度破壊して検査することができる。

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。

（条件変更等）

第18条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、その旨を

直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。

(1) 仕様書、設計書、図面、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと。（これらの

優先順位が定められている場合を除く｡)

(2) 設計図書に誤びゅう又は脱漏があること。

(3) 設計図書の表示が明確でないこと。

(4) 工事現場の形状、地質、涌水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な施工

条件と実際の工事現場が一致しないこと。

(5) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じたこと。

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見したときは、

受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会いに応じない場合に

は、受注者の立会いを得ずに行うことができる。

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要があるとき

は、当該指示を含む｡)をとりまとめ、調査の終了後14日以内に、その結果を受注者に通知しなければなら

ない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴

いた上、当該期間を延長することができる。

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認められるときは、

次の各号に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。

(1) 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し、設計図書を訂正する必要があるもの 発注者が行

う。

(2) 第１項第４号又は第５号に該当し、設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴うもの 発注者

が行う。

(3) 第１項第４号又は第５号に該当し、設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴わないもの 発

注者と受注者とが協議して発注者が行う。

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要があると認められ

るときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなけ
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ればならない。

（設計図書の変更）

第19条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注

者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、発注者は、必要があると認められ

るときは、工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しな

ければならない。

（工事の中止）

第20条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火

災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という｡)であって、受注者の責めに帰

すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者

が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事

の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注者に通知して、

工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があると認められると

きは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働

者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若し

くは受注者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。

（著しく短い工期の禁止）

第20条の２ 発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、この工事に従事する者の労働時間その他の労働

条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により工事等の実施が困難であると見込まれる日数等を

考慮しなければならない。

（受注者の請求による工期の延長）

第21条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注者の責めに帰す

ことができない事由により工期内に工事を完成することができないときは、その理由を明示した書面によ

り、発注者に工期の延長変更を請求することができる。

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、当該請求に

係る工期の延長をしなければならない。この場合において、当該工期の延長が発注者の責めに帰すべき事

由による場合にあっては、当事者は必要に応じ請負代金額を変更し、発注者は受注者に生じた損害につき

必要な費用を負担しなければならない。

（発注者の請求による工期の短縮等）

第22条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を受注者に請求す

ることができる。

２ 発注者は、この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別の理由があるとき

は、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期への変更を請求することができる。

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは、請負代金額を変更し、又は受注者

に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（工期の変更方法）

第23条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内
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に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとする。

ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第21条の場合にあっては発注者が工期変更の請求を受けた

日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知し

ない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。

（請負代金額の変更方法等）

第24条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14

日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとする。

ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者

は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発注者が負担する

必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）

第25条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過した後に日本国内における賃金水

準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の

変更を請求することができる。

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請負代金額から当

該請求時出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下この条において同じ｡)と変動後残工

事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下

この条において同じ｡)との差額のうち変動前残工事代金額の1,000分の15を超える額につき、請負代金額の

変更に応じなければならない。

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等に基づき、発

注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合にあって

は、発注者が定め、受注者に通知する。

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行うことができる。

この場合においては、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく請負代金額変更

の基準とした日」とするものとする。

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、請負代金額が

不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、請負代金額の変更を請求するこ

とができる。

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレーション又はデ

フレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定に

かかわらず、請負代金額の変更を請求することができる。

７ 前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して定める。ただ

し、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知しなけ

ればならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行った日又は受けた日から７日以内

に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができ
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る。

（臨機の措置）

第26条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。こ

の場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ監督員の意見を聴かなければならな

い。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、この限りではない。

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直ちに通知しなければならない。

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対して臨機の措置を

とることを請求することができる。この場合においては、受注者は、直ちにこれに応じなければならな

い。

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のう

ち、受注者が請負代金額の範囲内において負担することが適当でないと認められる部分については、発注

者が負担する。

（一般的損害）

第27条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工事の施工に関して

生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第29条第１項に規定する損害を除く｡)については、受注者が

その費用を負担する。ただし、その損害（第47条第１項の規定により付された保険等によりてん補され

た部分を除く｡)のうち発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。

（第三者に及ぼした損害）

第28条 工事の施工に伴い第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償しなければならない。

ただし、その損害（第47条第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この

条において同じ｡)のうち、発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担す

る。

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下水

の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害を負担しなければならない。た

だし、その損害のうち工事の施工につき受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたもの

については、受注者が負担する。

３ 前２項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、発注者及び受注

者は協力してその処理解決に当たるものとする。

（不可抗力による損害）

第29条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該基準を超えるも

のに限る｡)で、発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができないもの（以下「不可抗力」という｡)

により、工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具（以下この条にお

いて「工事目的物等」という。）に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を

発注者に通知しなければならない。

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受注者が善良な管

理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第47条第１項の規定により付された保険等によりてん補さ

れた部分を除く。以下この条において「損害」という｡)の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなけ

ればならない。

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を発注者に請求す
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ることができる。

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、当該損害の額

（工事目的物等であって第13条第２項、第14条第１項若しくは第２項又は第37条第３項の規定による検査、

立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る損害の額に限る｡)及び

当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下この条において「損害合計額」という｡)の範囲内に

おいて請負代金額に相当する額に至るまでの額から、当該損害合計額の範囲内において請負代金額の 100

分の１に相当する額に至るまでの額を差し引いた額を負担しなければならない。ただし、災害応急対策又

は災害復旧に関する工事における損害については、発注者が損害合計額を負担するものとする。

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定する。

(1) 工事目的物に関する損害 損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合に

はその評価額を差し引いた額とする。

(2) 工事材料に関する損害 損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額

とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。

(3) 仮設物又は建設機械器具に関する損害 損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められる

ものについて、当該工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工事目的物

に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、

修繕費の額が上記の額より小額であるものについては、その修繕費の額とする。

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力による損害合計

額の負担については、第４項本文中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取

片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の100

分の１に相当する額に至るまでの額」とあるのは「請負代金額の100分の１に相当する額に至るまでの額及

び既に負担した額」と、同項ただし書中「損害合計額」とあるのは「損害合計額から既に負担した額を差

し引いた額」として、同項の規定を適用する。

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更）

第30条 発注者は、第８条、第15条、第17条から第22条まで、第25条から第27条まで、前条又は第33条の規

定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請

負代金額の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合におい

て、 設計図書の変更内容は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内

に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知しなければならな

い。ただし、発注者が前項の請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日から７日

以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することがで

きる。

（検査及び引渡し）

第31条 受注者は、工事が完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から14日以内に、受注者の立会いの

上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を完了し、かつ、当該検査の結果

を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、そ

の理由を受注者に通知して、工事目的物を最小限度破壊して検査することができる。
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３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。

４ 発注者が第２項の規定により検査に合格した旨の通知をしたときは、工事目的物の引渡しが行われたも

のとする。

５ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補しなければならない。この場合におい

ては、修補の完了を工事の完成とみなして前４項の規定を適用する。

（請負代金の支払）

第32条 受注者は、前条第２項の検査に合格したときは、請負代金の支払を請求することができる。

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から40日以内に請負代金を支払わな

ければならない。

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査の結果の通知をしないときは、その

期限を経過した日から検査の結果の通知をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下この項において

「約定期間」という｡)の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日

数を超えるときは、約定期間は、前条第２項の期限を経過した日から起算して40日を経過する日において

満了したものとする。

（部分使用）

第33条 発注者は、第31条第４項の規定による引渡し前においても、工事目的物の全部又は一部を受注者の

承諾を得て使用することができる。

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならな

い。

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受注者に損害を及ぼ

したときは、必要な費用を負担しなければならない。

（前金払）

第34条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする公共工事の前払金保証

事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第５項に規定する保証契約（以下「保証契約」という｡)

を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額10分の４以内の前払金の支払を発注者に請求す

ることができる。ただし、請負代金額が200万円未満の場合及び前払金を支払う旨特約しない場合は、この

限りでない。

２ 受注者は、前項に規定する前払金の支払を受けた後、当該前払金に追加して行う中間前払金に関する保

証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の10分の２以内の額の前払金の支払を発

注者に請求することができる。

３ 受注者は、前２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手方

たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。

４ 受注者は、第２項の規定による請求をしようとするときは、発注者に対し、あらかじめ、当該建設工事

が次に掲げる要件に該当することの認定を請求し、その旨の認定を受けなければならない。

(1) 工期の２分の１を経過していること。

(2) 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべきものとされている当該建設工事に係る作業

が行われていること。

(3) 既に行なわれた当該建設工事に係る作業に要する経費が請負代金額の２分の１以上の額に相当するも
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のであること。

５ 発注者は、前項の規定による認定の請求を受けたときは、速やかに当該認定の結果を受注者に通知しな

ければならない。

６ 発注者は、第１項又は第２項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から14日以内に前払金

を支払わなければならない。

７ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額に基づく前払金額

から受領済みの前払金額を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金の支払を請求することができる。

この場合においては、前項の規定を準用する。

８ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が、減額後の請負代金額

に基づく前払金額に当該減額後の請負代金額の10分の１（第２項に規定する中間前払金の支払を受けてい

るときは10分の２）に相当する額を加えた額を超えるときは、受注者は、請負代金額が減額された日から

30日以内に、その超過額を返還しなければならない。

９ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適当であると認め

られるときは、発注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額され

た日から７日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

10 発注者は、受注者が第８項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につき、同項の期

間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、年3.0パーセントの割合で計算し

た額の遅延利息の支払を請求することができる。

（保証契約の変更）

第35条 受注者は、前条第７項の規定により受領済みの前払金に追加して更に前払金の支払を請求する場合

には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証契約を変更したとき

は、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。

３ 受注者は、前２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手方

たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。

４ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わりその旨を保証事

業会社に直ちに通知するものとする。

（前払金の使用等）

第36条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この工事におい

て償却される割合に相当する額に限る｡)、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及

び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはならない。ただし、平成28年４月１日以

降新たに請負契約を締結する工事に係る前払金については、前払金の100分の25を超える額及び第34条第２

項に規定する前払金を除き、現場管理費及び一般管理費等のうち、この工事の施工に要する費用に係る支

払に充当することができる。

（部分払）

第37条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分及び製造工場等にある特殊な工場製品に相応する請負代金

相当額の10分の９以内の額について、次項以下に定めるところにより部分払を請求することができる。た

だし、前払金があった場合においては特に必要があると認める場合を除き、出来形が現になされた前払金
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の請負代金額に対する割合に10分の１を加えた率以上に達した時にかぎる。また、この請求は契約書記載

の回数を超えることができない。

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分又は製造工場等

にある特殊な工場製品の確認を発注者に請求しなければならない。

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から14日以内に、受注者の立会いの上、設計図書

に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければ

ならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知し

て、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。この場合におい

ては、発注者は、当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わなければならない。

６ 部分払金の額は、次の式により算出する。この場合において、第１項の請負代金相当額は、発注者と受

注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の請求を受けた日から10日以内に協議が整わない場合に

は、発注者が定め、受注者に通知する。

７ 第５項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請求をする場合においては、第１項及び

前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の対象となった請負代金相当額を

控除した額」とする。

（部分引渡し）

第38条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡しを受けるべきことを

指定した部分（以下「指定部分」という｡)がある場合において、当該指定部分の工事が完了したときにつ

いては、第31条中「工事」とあるのは「指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分

に係る工事目的物」と、第32条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、

これらの規定を準用する。工事目的物について指定部分がない場合において、工事目的物の一部が完成

し、その引渡しについての合意が成立したときについても同様とする。

２ 前項の規定により準用される第32条第１項の規定により請求することができる部分引渡しに係る請負代

金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に相応する請負代金の額は、発注者と受

注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定により準用される第32条第１項の請求を受けた日

から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。

（第三者による代理受領）

第39条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者を代理人とすること

ができる。

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の提出する支払請求

書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされているときは、当該第三者に対して第32条（前

条において準用する場合を含む｡)又は第37条の規定に基づく支払をしなければならない。

（前払金等の不払に対する工事中止）

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額×
９

－
前払金額

１０ 請負代金額

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額× １－
前払金額

請負代金額
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第40条 受注者は、発注者が第34条、第37条又は第38条において準用される第32条の規定に基づく支払を遅

延し、相当の期間を定めてその支払を請求したにもかかわらず支払をしないときは、工事の全部又は一部

の施工を一時中止することができる。この場合においては、受注者は、その理由を明示した書面により、

直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要があると認められると

きは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働

者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若し

くは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。

（契約不適合責任）

第41条 発注者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下

「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の

追完を請求することができる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、発注者は履行の追

完を請求することができない。

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した

方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完

がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の

各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。

(1) 履行の追完が不能であるとき。

(2) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。

(3) 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約

をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したと

き。

(4) 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みが

ないことが明らかであるとき。

第42条 削除

第42条の２ 削除

（発注者の催告による解除権）

第43条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時に

おける債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。

(1) 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。

(2) 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認め

られるとき。

(3) 第10条第１項第２号に掲げる者を設置しなかったとき。

(4) 正当な理由なく、第41条第１項の履行の追完がなされないとき。



17 / 25

(5) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。

（発注者の催告によらない解除権）

第43条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することが

できる。

(1) 第５条第１項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。

(2) この契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。

(3) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物を除却した上で再び

建設しなければ、契約の目的を達成することができないものであるとき。

(4) 受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

(5) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明

確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。

(6) 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約

をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。

(7) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をし

た目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。

(8) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下この項において同じ｡)又は暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等
に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団

員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下この項において同じ。）が経営に実質的に関与し

ていると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。

(9) 第45条又は第45条の２の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。

(10) 受注者（受注者が共同企業体を結成している場合にあっては、その構成員のいずれかの者。以下この

号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。

ア 役員等（受注者が個人である場合にあっては当該個人その他経営に実質的に関与している者をい

い、受注者が法人である場合にあっては当該法人の役員、その支店又は常時建設工事の請負契約を締

結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が

暴力団又は暴力団員等であると認められるとき。

イ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められるとき。

ウ 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利な取扱いをする等直接

的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用していると認められる

とき。

オ アからエまでに該当するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると

認められるとき。

カ 下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の締結に当たり、その相手方が暴力団関係業者であ

ることを知りながら、当該契約を締結したと認められるとき。

キ 暴力団関係業者を下請契約又は工事材料の購入契約その他の契約の相手方とした場合（カに該当す

る場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかった
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とき。

ク 発注者が第６条の２第３項の解除を求め、受注者が正当な理由がなくこれに従わなかったとき（キ

に該当する場合を除く。）。

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第43条の３ 第43条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、

発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。

（談合等の不正行為に係る解除）

第43条の４ 発注者は、受注者がこの契約に関し、次の各号のいずれかに該当したときは、この契約を解除

することができるものとし、このため受注者に損害が生じても、発注者はその責めを負わないものとする。

(1) 第46条の３第１項に該当するとき。

(2) 受注者が不正な手段で入札に参加したことが判明したとき。

（発注者の任意解除権）

第44条 発注者は、工事が完成するまでの間は、第43条、第43条の２又は前条の規定によるほか、必要があ

るときは、この契約を解除することができる。

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたときは、その損害

を賠償しなければならない。

（受注者の催告による解除権）

第45条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期

間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債

務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。

（受注者の催告によらない解除権）

第45条の２ 受注者は、次の各号のいずれかに該当する理由があるときは、直ちにこの契約を解除すること

ができる。

(1) 第19条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少したとき。

(2) 第20条の規定による建設工事の施工の中止期間が工期の10分の５（工期の10分の５が６月を超えると

きは、６月）を超えたとき。ただし、中止が建設工事の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分

の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第45条の３ 第45条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受

注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。

（解除に伴う措置）

第46条 発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該検

査に合格した部分及び部分払の対象となった特殊な工場製品の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受

けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分及び特殊な工場製品に相応する請負代金を受注者に支払わな

ければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通

知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。

３ 第１項の場合において、第34条の規定による前払金があったときは、当該前払金の額（第37条の規定に

よる部分払をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の出来



19 / 25

形部分及び特殊な工場製品に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済みの前払金額

になお余剰があるときは、受注者は、解除が第43条、第43条の２又は次条第３項の規定によるときにあっ

てはその余剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年3.0パーセントの割合で計算した額の

利息を付した額を、解除が第44条、第45条又は第45条の２の規定によるときにあってはその余剰額を、そ

れぞれ発注者に返還しなければならない。

４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があるときは、第１項の出来

形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還しなければならない。この場合

において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失により滅失若しくは毀損したとき、又は出来形部分

の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は

返還に代えてその損害を賠償しなければならない。

５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を発

注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は過失により滅失又は

毀損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなけれ

ばならない。

６ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管理す

る工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。)が

あるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明

け渡さなければならない。

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は工事用地等

の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等

の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若

しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに

要した費用を負担しなければならない。

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この契約の解

除が第43条、第43条の２又は次条第３項の規定によるときは発注者が定め、第44条、第45条又は第45条の

２条の規定によるときは、受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び

第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定め

るものとする。

９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については発注者及び受注

者が民法の規定に従って協議して決める。

（発注者の損害賠償請求等）

第46条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠償を

請求することができる。

(1) 工期内に工事を完成することができないとき。

(2) この工事目的物に契約不適合があるとき。

(3) 第43条又は第43条の２の規定により、工事目的物の完成後にこの契約が解除されたとき。

(4) 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であると

き。

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、請負代金額の10分の１
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（低入札価格調査を受けて落札者となった受注者にあっては、請負代金額の10分の３）に相当する額を違

約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。

(1) 第43条又は第43条の２の規定により工事目的物の完成前にこの契約が解除されたとき。

(2) 工事目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によっ

て受注者の債務について履行不能となったとき。

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。

(1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）の規定に

より選任された破産管財人

(2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第154号）の

規定により選任された管財人

(3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第225号）の

規定による再生債務者等

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第２号に該当する場合とみなされ

る場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事由に

よるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。

５ 第１項第１号に該当し、発注者が損害賠償を請求する場合の請求額は、請負代金額から出来形部分に相

応する請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年3.0パーセントの割合で計算した額を請求する

ことができる。

６ 第２項の場合（第43条の２第１項第８号及び第10号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）

において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発

注者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。

（談合等の不正行為に係る違約金）

第46条の３ この契約に関し、受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次の各号のいずれかに該

当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、この契約の請負代金額（この契約締結後、請負代金額

の変更があった場合には、変更後の請負代金額）の10分の２に相当する額を違約金として発注者の指定す

る期間内に支払わなければならない。

(1) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。

以下｢独占禁止法｣という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が同法第

８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項

（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付

命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第63条第２項の

規定により取り消された場合を含む。以下この条において同じ。）。

(2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受

注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に対して行われたときは、

受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対す

る命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号及び次項において同じ。）において、この契

約に関し、受注者等が独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動

があったとされたとき。

(3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の
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規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合

において、この契約が当該期間（これらの命令に関する事件について、公正取引委員会が受注者に対し納

付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行

為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に

該当するものであるとき。

(4) この契約に関し、受注者（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人を含む。次項において同

じ。）の独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号又は刑法（明治40年法律第45号）第96条の

６に規定する刑が確定したとき。

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間を経過した

日から支払をする日までの日数に応じ､年3.0パーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わ

なければならない。

（受注者の損害賠償請求等）

第46条の４ 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害の賠償を請

求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発注者

の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。

(1) 第45条又は第45条の２の規定によりこの契約が解除されたとき。

(2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。

２ 第32条第２項（第38条において準用する場合を含む。）に規定する期日までに請負代金が支払われなかっ

た場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年3.0パーセントの割合で計算した額

の遅延利息の支払を発注者に請求することができる。

（契約不適合責任期間等）

第46条の５ 発注者は、引き渡された工事目的物に関し、第31条第４項（第38条第１項において準用する場

合を含む。）の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以

内でなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約

の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。

２ 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、発注者が検査して直

ちにその履行の追完を請求しなければ、受注者は、その責任を負わない。ただし、当該検査において一般

的な注意の下で発見できなかった契約不適合については、引渡しを受けた日から１年が経過する日まで請

求等をすることができる。

３ 前２項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠を示

して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。

４ 発注者が第１項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第７項に

おいて「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合にお

いて、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不

適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。

５ 発注者は、第１項又は第２項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民

法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せず、契

約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。
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７ 民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。

８ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわら

ず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはできない。た

だし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。

９ 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員の指図により生じた

ものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、受注

者がその材料又は指図が不適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。

（火災保険等）

第47条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同じ｡)等を設計図書に

定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これに準ずるものを含む。以下この条におい

て同じ｡)に付さなければならない。

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるものを直ちに発注

者に提示しなければならない。

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付したときは、直ちにそ

の旨を発注者に通知しなければならない

（制裁金等の徴収）

第48条 受注者がこの契約に基づく制裁金、賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定する期間内に支払わ

ないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負代金額支払の日

まで年3.0 パーセントの割合で計算した利息を付した額と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、

なお、不足があるときは追徴する。

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年3.0パーセントの割合で計算した額

の延滞金を追徴する。

（暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置）

第48条の２ 受注者は、暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを

拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行うものと

する。

２ 前項の規定による警察への通報を行い、捜査上必要な協力を行った場合には、速やかに発注者にその旨

を文書で報告しなければならない。

３ 受注者は、暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受けたことにより、工程に遅れが生じる等

の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うものとする。

（あっせん又は調停）

第49条 この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協議が整わなかったとき

に発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を

生じた場合には、発注者及び受注者は、建設業法による静岡県建設工事紛争審査会（以下「審査会」とい

う｡)のあっせん又は調停によりその解決を図る。

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、監理技術者等、専門技術者その他受

注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監

督員の職務の執行に関する紛争については、第12条第３項の規定により受注者が決定を行った後若しくは

同条第５項の規定により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第３
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項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項のあっせん又は調停を請求

することができない。

（仲裁）

第50条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせん又は調停により紛争を解決する

見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、そ

の仲裁判断に服する。

（雑則）

第51条 この約款に基づく受注者の発注者に対する届出、通知等の書式は、発注者の定めるところによる。

２ この約款において書面により行わなければならないこととされている催告、請求、通知、報告、申出、

承諾、解除及び指示等は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおいて、電磁的方法を用いて行うこ

とができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。

（補則）

第52条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。

(総合評価落札方式による契約に関する附則)

受注者は、契約書記載の工事の施工に際しては、発注者に対して提出した施工計画に記載されている

仕様等を遵守すること。

２ 発注者は、受注者の責により、入札時の技術資料により提案した技術提案等が履行できない場合は、

達成度合いに応じて以下に示す算式により請負契約金額の減額を行うものとする。ただし、技術提案等

において発注者が採用を認めないことを通知した提案は除く。

・減額の算出方法

Ｃ：当初の契約金額（円）

α：当初の加算点

β：達成度合いに応じて再計算した加算点

※算出金額は、千円未満切り捨てとする。

３ 契約締結時点において想定されなかった事象の発生によって入札時の技術資料に基づく施工ができな

い場合は、発注者と受注者とが協議の上その取り扱いについて決定する。

減額＝１－
１００＋β

×Ｃ
１００＋α
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【別添】

［表面］

仲 裁 合 意 書

建設工事名

建設工事場所

年 月 日に締結した上記建設工事の請負契約に関する紛争については、発注者及び受注

者は、建設業法に規定する下記の建設工事紛争審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。

管轄審査会名 建設工事紛争審査会

管轄審査会名が記入されていない場合は建設業法

第25条の９第１項又は第２項に定める建設工事紛

争審査会を管轄審査会とする。

年 月 日

発注者 職 名 氏 名 □印

住 所

受注者 商 号

氏 名（法人にあっては、代表者の氏名）◯印
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［裏面］

仲 裁 合 意 書 に つ い て

1) 仲裁合意

仲裁合意とは、裁判所への訴訟に代えて、紛争の解決を仲裁人に委ねることを約する当事者間の契約

である。

仲裁手続によってなされる仲裁判断は、裁判上の確定判決と同一の効力を有し、たとえその仲裁判断

の内容に不服があっても、その内容を裁判所で争うことはできない。

2) 建設工事紛争審査会について

建設工事紛争審査会（以下「審査会」という｡)は、建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るた

め建設業法に基づいて設置されており、同法の規定により、あっせん、調停及び仲裁を行う権限を有し

ている。また、中央建設工事紛争審査会（以下「中央審査会」という｡)は、国土交通省に、都道府県建

設工事紛争審査会（以下「都道府県審査会」という｡)は各都道府県にそれぞれ設置されている。審査会

の管轄は、原則として、請負者が国土交通大臣の許可を受けた建設業者であるときは中央審査会、都道

府県知事の許可を受けた建設業者であるときは当該都道府県審査会であるが、当事者の合意によって管

轄審査会を定めることもできる。

審査会による仲裁は、三人の仲裁委員が行い、仲裁委員は、審査会の委員又は特別委員のうちから当

事者が合意によって選定した者につき、審査会の会長が指名する。また、仲裁委員のうち少なくとも一

人は、弁護士法の規定により弁護士となる資格を有する者である。

なお、審査会における仲裁手続は、建設業法に特別の定めがある場合を除き、仲裁法の規定が適用され

る。


